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第 1 節  問題提起  
本研究は、日本における情報技術関連市場にあらわれたユーザーによる情報
化投資額と情報技術の提供を本業とする IT（ Information Technology）ベンダ
の業績とのギャップに起因している。  
まず、日本の民間部門における情報化投資額は、世界金融危機の影響を受け
減少した期間もあるが、2000 年度から 2013 年度にかけて年平均成長率 3.3%
で成長を続けてきた（図序 -1）。  
 
 
出所：総務省（ 2014）をもとに筆者作成  
図序 -1: 日本における情報化投資額の推移  
 
一方、この情報化投資を支えてきた日本の大手 IT ベンダの売上高は減少を
続けている。2000 年度の売上高を 100%とした場合、2013 年度時点で富士通
株式会社（以下、富士通）が 87％、日本電気株式会社（以下、日本電気）が 57%、
日本 IBM 株式会社（以下、日本 IBM）が 54%と大きく減少している（図序 -2）。  







出所：日本電気、富士通、日本 IBM の IR 資料をもとに筆者作成  











第 2 節  研究目的と研究方法  





































































































表序 -1：新結合と現代の経営用語によるイノベーションの類型  
 
出所：Schumpeter（ 1926）、井上（ 2014）、OECD and Eurostat（ 2005）、Abernathy 
and Clark（ 1985）、Christensen（ 1997）をもとに筆者作成  
 
本研究では、前述したイノベーションの定義にもとづき、ユーザー・イノベ















第 4 節  論文構成と概要  
 本論文は、序章及び終章を含め 9 章で構成されている。本研究の目的を達成
するため設定したリサーチ・クエスチョン及び視座に対して、 4 つのフェーズ























考察する。第 5 節では、第Ⅱ部におけるリサーチ・クエスチョンを提示する。 
第 3 章はフェーズ 3（視座の設定とパイロット・スタディ）にあたり、第Ⅱ
部における視座の設定と検証を行う。検証では詳細な事例研究に先立ち、リサ
ーチ・クエスチョンを精査するためにパイロット・スタディを行っている。第


















第 5 章は本研究におけるフェーズ 3 として、第Ⅲ部における視座を設定した
上で、詳細な事例研究に先立ち、リサーチ・クエスチョンを精査するためのパ






























































第 1 章 ユーザー環境の変質  
 
 
第 1 節  情報技術の進展に伴うユーザー環境の変質  
1. 情報技術の進展と活用方法の変化  
（1）人手の代用としての情報技術  























電話や PDA（Portable Digital Assistance）、バックオフィス領域では IT ベン
16 
ダのデータセンターを通じたサービスが始まったことからブレードサーバ、ネ
ットワーク領域ではデジタル情報に対応した IP（ Internet Protocol）ネットワ
ークが普及した時期でもある。この時期において市場を支配していたのは、引
き続き、システムインテグレーターとなった IT ベンダであった。  





可能になった。こうして、1990 年代後半には、 IT ベンチャー企業の起業が集
中的に発生した。しかし、2000 年から 2001 年にかけて IT ベンチャー企業が
乱立することによって、市場の需要とソフトウェアの供給に大きく乖離が生じ
たため、 IT バブルの崩壊という事態につながった。  










2005 年から 2010 年にかけて情報技術に関する市場の支配者は引き続き IT
ベンダであった。IT ベンダは、システムインテグレーション事業を通じて、商
談規模の拡大を図り続けた。たとえば、IT ベンダは、災害時に向けた事業継続























2013 年 10 月～12 月時点の世界における法人向けクラウドサービス市場は、
市場全体が前年比 45%で急成長する中で、アマゾンが世界シェア 28%を獲得し、
シェア 2 位の IBM（7%）以下の IT ベンダに大差をつけた。これは、企業ユー
ザー（アマゾン）と提供企業である IT ベンダ（ IBM やマイクロソフトなど）
との立場の逆転を意味しており、IT ベンダを踏み越えて市場を支配する立場に





















略語説明：PDA（Personal Digital Assistant）、 IP（ Internet Protocol）、
SNS（Social Networking Service）、SDN（Software-Defined 
Networking）、  M2M（Machine to Machine）、 IoT（ Internet 
of Things）  
出所：先行研究をもとに筆者作成  
図  1-1：情報技術の進展  
 
（5）社会インフラ全体に浸透する情報技術  



















たとえば、ドイツの SIEMENS AG（以下、シーメンス）による common Remote 
Service Platform（以下、cRSP）という遠隔保守のための共通遠隔サービスプ
ラットフォームが挙げられる。 cRSP は同社がこれまでに顧客に納入した約 25
万か所の設備やシステム（大型産業用モーター、大都市向け交通制御コンピュ
ータ、ビル監視システム等）に対して、遠隔保守サービスを提供している。さ
らに、シーメンスは、 cRSP に接続されるシステム数を 2020 年までに倍増し、












2. 情報技術の活用によって市場を変革する企業ユーザー  







国には、中国やインドの 1.6～1.8 倍、日本のほぼ 3 倍の IT 技術者が存在する。  
 
 
      各国の情報技術者数       日米の情報技術者の分布状況  
  出所：経済産業省、厚生労働省、文部科学省（ 2015） p.158 の図 131-5 及び図 131-6
をもとに筆者作成  




ーザーに存在する IT 技術者の割合は、4 分の 1 程度（24.8%）である。中国、
























































第 2 節  ユーザー・コミュニティ  















































































































































 たとえば、徳島県神山町（以下、神山町）の NPO 法人  グリーンバレー（以
下、グリーンバレー）は、小規模かつ影響力の大きいユーザー・コミュニティ
を活用することで、まちづくりにイノベーションをもたらしただけではなく、




























































































に販売開始した「レモンジーナ（2015 年 3 月 31 日販売開始）」でも同様の品












く、「南アルプスの天然水＆ヨーグリーナ（2015 年 4 月 14 日販売開始）」、「レ























































































1 市場シェアに関しては、 Synergy Research Group によるプレスリリース『 Amazon, 
Salesforce and IBM Lead in Cloud Infrastructure Service Segments』（ 2014 年 3 月 25
日発表）  
https://www.srgresearch.com/articles/amazon -salesforce-and-ibm-lead-cloud-
infrastructure-service-segments（ 2015 年 6 月 14 日アクセス）  
及び、『日本経済新聞』 2014 年 4 月 1 日朝刊 7 面の図表を参考にした。なお、クラウド
インフラストラクチャー・サービスの領域とは、クラウドサービスとして IT インフラ
（サーバ、ストレージ等）を提供する IaaS（ Infrastructure as a Service）、IT インフラ
とミドルウェア領域を提供する PaaS（Platform as a Service）を対象とする。  
2  Internet of Things（ IoT）とは、世の中に存在する多様なモノにセンサーや通信機能を
搭載、インターネットを通じ認識 ,制御 ,計測を行うことを指す。  
3 シーメンスによるプレスリリース「Next-generation Remote Maintenance with Smart 
Data」（ 2014 年 9 月 2 日発表）  
 http:/ /www.siemens.com/innovation/en/news/2014/e_inno_1422_2.htm   
                                                   
34 
                                                                                                                                                     
（ 2015 年 6 月 14 日アクセス）の記載より筆者が抜粋した。  
4  地域づくりネットワーク和歌山県協議会における特定非営利活動法人グリーンバレー
理事長  大南  信也（ 2013）『創造的過疎～人をコンテンツにしたクリエイティブなまちづ
くり～』の講演録を参照し、大南氏の取り組みをまとめた。その他、グリーンバレーのホ
ームページも参考にした。  
http:/ /www.in-kamiyama.jp/（ 2015.6.9 アクセス）  
5 徳島県の発表資料「消費者庁の徳島県庁における業務試験（ 7/4～ 29）について（ 7/14）」
の記載を参考にした。  
http:/ /www.pref.tokushima.jp/docs/2016071500149/（ 2016 年 7 月 15 アクセス）  
6  日経ビジネス Online 特集記事「ニュースを斬る」より  
「レモンの次はヨーグルト、サントリーがまたも“秒速”品切れ（ 2015 年 4 月 20 日発
表）」）より、関連部分を抜粋した。各商品の販売開始日については、サントリーのプレス
リリースの記載内容を参考した。  
http:/ /business.nikkeibp.co.jp/article/topics/20150417/280087/（ 2015.5.8 アクセス）  
7 日経ビジネス Online 特集記事「ニュースを斬る」を参考にした。  
「サントリー社長も「お粗末」と評したレモンジーナの品切れ（ 2015 年 4 月 15 日発表）」  
http:/ /business.nikkeibp.co.jp/article/topics/20150414/279948/（ 2015.5.8 アクセス）  
8 P&G が 2012 年 2 月に「レノアハピネス  アロマジュエル」発売後、重要が集中し、一
時出荷停止した。その後、P&G は供給体制を整え、2012 年 6 月に販売を再開した。販売













第Ⅱ部 ユーザーによるイノベーションの創出  
  
36 
第Ⅱ部 ユーザーによるイノベーションの創出  
 
第Ⅱ部では、ユーザーによるイノベーションの創出について考察を進める。  














出所：筆者作成   
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第 1 節  ユーザー・イノベーションに関する先行研究レビュー  













































































（図 2-1）。  











ソーとの店舗発注システムの第 1 次システムから第 4 次システムにわたる共創
について事例による考察を行っている。小川は、同システムを企業ユーザーで
ある競合企業や海外のグループ会社が模倣した姿を描いた（pp.53-83）。  





出所： von Hippel, et al.（ 2011）の p.7 の図「A NEW INNOVATION 
PARADIGM」に筆者加筆  



















































存在や役割が欠如している点もあげられる。 von Hippel, et al.（2011）は、前
述の「A New Innovation Paradigm」において提示したユーザーによるイノベ
ーションの創出と普及の 3 つのプロセス（フェーズ）では、フェーズ 1 及びフ


























第 2 節  ユーザー価値の共創に関する先行研究レビュー  
















Vargo and Lusch（ 2004a）によるグッズ・ドミナント・ロジック（Goods-








2. 先行研究レビュー  
Vargo and Lusch（2004a）は、市場をサービスという視点から捉え、提供企
業と顧客等の当事者間での共創により新たなユーザー価値が創出される S-D ロ
ジックを提唱した。また、Vargo and Lusch（2004a）は、S-D ロジックに対し
て提供企業側から製品・サービスを中心とした視点である G-D ロジックを提唱
した。なお、Vargo and Lusch（2008）は、S-D ロジック自体は Mindset（考
え方）であり、社会や経済的な交換の現象をより明確に示すためのレンズであ
るとしている 2（p.9）。  








ス中心であるという S-D ロジックの世界観へと移行していると位置付けた 4
（p.2）。  
Vargo and Lusch（2015）は、S-D ロジックの世界観にもとづき 5 つの原理
（Axioms）と 11 個の基本前提（Foundational Premise、以下、FP）を提唱し
た。特に、5 つの原理については、第 1 の原理と FP1、第 2 の原理と FP6、第









は無形資産を示す G-D ロジックの用語であるとした一方で、S-D ロジックで
は、サービスについて、他の存在や存在それ自体におけるコンピテンス（知識
やスキルなど）に適用されるものであると区分した上で、単数形の「Service」
を用いるとした 6（p.12）。  
Vargo and Lusch（2015）は、第 2 の原理及び FP6 について、ユーザー価値
は常に受益者を含む複数の当事者（Actor）によって共創（Cocreate）されると
した 7（p.4）。これまで、Vargo and Lusch（2004a, 2008, 2015）は、FP6 につ
いて 3 度の改変を行った。まず、Vargo and Lusch（2004a）では、FP6 につい
て、 ” The customer is always a coproducer.”とした（p.10）。  
その後、Vargo and Lusch（2008）では、FP6 を ”The customer is always a 
cocreator of value”（pp.7-8）と改変した。この改変では、顧客とともに製造す
るという G-D ロジック的な表現であった「Coproducer」が、顧客とともに創造
するという表現の「Cocreator」へと改訂された。さらに Vargo and Lusch（2015）
は、FP6 について、 ”Value is cocreated by multiple actors,  always including 
the beneficiary.” と 全 面 的 に 改 訂 し た （ pp.4-6 ）。 こ の 改 訂 で は 、「 顧 客
（Customer）」という表現が初めて外され、「当事者（Actor）」という表現に変
更した。この変更により、Vargo and Lusch は、「共創（Cocreation）」の対象
について、顧客と提供企業という枠組みから、全ての当事者へと広げたことが
確認できる。  















さらに、Vargo and Lusch（2015）は、5 つ目の原理及び FP11 において、ユ
ーザー価値の共創は、当事者間で生み出された機関や制度を通じて、連携され
るとした 10（pp.4-6）。当該原理と FP で述べられた連携について、Lusch and 
Vargo（2014）は、サービス・エコシステム（Service Ecosystems）という表現
を用いている（pp.158-176）。Vargo and Lusch は、FP6 等における共創の考
え方ではイノベーションには触れていない。  
しかし、Vargo, Wieland and Akaka（2015）は、サービス・エコシステムこ
















3. 先行研究の限界  
Vargo and Lusch による当事者間での価値共創に関する先行研究の限界とし




ユーザー自身によるイノベーションに関連して Vargo and Lusch（2004a）
は、サービス提供者に対する競合の可能性のある主体として「 Potential 
Customer（ individual or organizational）（以下、潜在顧客）」を提示した。潜
在顧客は、提供企業にとって顧客の一歩手前となる存在であり、ユーザーと同







































第 3 節  イノベーションの類型に関する先行研究レビュー  
1. 先行研究の抽出  








イノベーションについて類型化する（表 2-1）。  
まず、Schumpeter（1926）は「新結合」としてイノベーションの 5 つの類型

















表 2-1：新結合と現代の経営用語によるイノベーションの類型（再掲）  
 
出所： Schumpeter（ 1926）、井上（ 2014）、 OECD and Eurostat（ 2005）、  


























プロセスに関して Abernathy and Clark（1985）のイノベーションの変革力マ
ップをフレームワークに示した内容を受けて、提供企業に求められるイノベー
ション・マネジメントについて考察する。  






2. 先行研究レビュー  
（1）イノベーションの変革力マップ（Transilience Map）  








について、イノベーションの類型やプロセスの視点を補完する（図 2-2）。  
 
 
出所：Abernathy and Clark（ 1985） p.8 の Fig.1 とともに、Abernathy, Clark 
and Kantrow（ 1983）、秋池・岩尾（ 2013）、小沢・青木（ 2005）、小嶌（ 2015）
をもとに筆者作成 12 
図 2-2：イノベーションの変革力 13マップ  
 



























































られている（図 2-1）。  





























































3. 先行研究の限界  
Abernathy and Clark（1985）のイノベーションの類型に関する先行研究の
















硬直性である。Abernathy and Clark（1985）は、縦軸を Markets / Customer 
Linkage（市場及び顧客とのつながり）と表現した。これをさらに Conserve / 
entrench existing linkage（既存のつながりの維持、増強）と、Disrupt existing 























































































































1 von Hippel , et al.（ 2011）の原文は以下の通り。  
 Phase1: Users develop new products for themselelves.  
 Phase2: Other users evaluate & reject,  or copy & improve.  
  Phase3: Producers enter when market potential is clear.  
  Users とは Consumer、Producer とは Producer Compaies を指す。日本語訳は、原文
をもとに筆者が作成した。  
2 Vargo and Lusch（ 2008）の原文は、以下の通り。  
“S-D logic is that it is a mindset, a lens through which to look at social and economic 
exchange phenomena so they can po tentially be seen more clearly.”  
日本語訳は、原文をもとに筆者が作成した。  
3 Vargo and Lusch（ 2004a）の原文は、以下の通り。  
”（M）arketing inherited a model of exchange from economics, which had a dominant 
logic based on the exchange of  “ goods,” which usually are manufactured output. 
The dominant logic focused on tangible resources, embedded  value, and 
transactions.”  
日本語訳は、原文にもとづき筆者が作成した。冒頭の M は原文では小文字。  
4 Vargo and Lusch（ 2004a）の原文は、以下の通り。  
“（M） arketing has moved from a goods -dominant view, in which tangible output & 
discrete transactions were central,  to a service -dominant view, in which 
intangibility, exchange processes, & relationships are central .”  
日本語訳は、原文をもとに筆者が作成した。冒頭の M は原文では小文字。  
5 Vargo and Lusch（ 2015）の原文は、以下の通り。  
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“Service is the fundamental basis of exchange”  
日本語訳は、原文をもとに筆者が作成した。  
6  Lusch and Vargo（ 2014）の原文は、以下の通り。  
“（S）ervice” as the “application of competences （ knowledge & skills） for the benefit 
of another entity or the entity itself”  
日本語訳は、原文をもとに筆者が作成した。冒頭の S は、原文では小文字表記。  
7 Vargo and Lusch（ 2015）の原文は、以下の通り。  
"Value is cocreated by multiple actors, always including the beneficiary.”  
日本語訳は、原文をもとに筆者が作成した。  
8 Vargo and Lusch（ 2015）の原文は、以下の通り。  
 “All economic & social actors are resource integrators .”  
日本語訳は、原文をもとに筆者が作成した。  
9 Vargo and Lusch（ 2015）の原文は、以下の通り。  
“Value is always uniquely & phenomenologically determined by the beneficiary.”  
日本語訳は、原文をもとに筆者が作成した。  
10  Vargo and Lusch（ 2015）の原文は、以下の通り。  
“ Value cocreation is coordinated through actor -generated institutions & 
institutional arrangements.”  
日本語訳は、原文をもとに筆者が作成した。  
11  Vargo, Wieland and Akaka（ 2014）  の原文は、以下の通り。  
 “（ I） t differs from the more traditional thought of innovation in that a service-
ecosystems approach removes not only the distinction between “producers” and 
“consumers” of value, but also the distinction between “innovators” and “adopters.”  
日本語訳は、原文をもとに筆者が作成した。冒頭の I は、原文では小文字表記。  
12 Abernathy and Clark（ 1985）では、イノベーションの変革力マップの縦軸を「Markets 
/ Customers linkage（市場及び顧客とのつながりの軸）」とした。一方、Vargo and Lusch
（ 2004a, 2015）の先行研究においては、共創の対象を顧客（Customers）から対象を広
げ、当事者（Actors）に変更した。そこで、本研究では、縦軸を「Markets / Actors linkage
（市場及び当事者とのつながりの軸）」とする。  
13 Abernathy and Clark（ 1985） p.8 の Fig.1 のタイトルは、「Transilience map」と表
記されている。Transilience とは、ラテン語において急変などの意味を指す。「変革力マ
ップ」という表記については、Abernathy, Clark and Kantrow（ 1983）による。  
14 Abernathy and Clark（ 1985）のイノベーションの 4 類型に対する日本語訳に関して




第 3 章 視座の設定とパイロット・スタディ  
 
 
第 1 節  研究方法  













イロット・スタディによる考察を進め、第 1 の視座の有効性について確認する。  
第 1 の視座の設定にあたっては、ユーザーによる提供企業との共創と独立、
ユーザー・イノベーションのプロセスにおいて考察した結果を踏まえて、第 1





















さらに、イノベーションの変革力マップに、Vargo and Lusch（2004a, 2015）
のサービス・ドミナント・ロジックによるユーザー価値の共創の概念を取り入
れる。Abernathy and Clark（1985）は、イノベーションの変革力マップの縦
軸を「Markets / Customers linkage（市場及び顧客とのつながりの軸）」とし
た。一方、Vargo and Lusch（2004a, 2015）は、共創の対象を顧客（Customers）
から広げ、当事者（Actors）に変更した。そこで、本研究では、縦軸を「Markets 

































































第 2 節  パイロット・スタディ  
1. 企業ユーザーに対するパイロット・スタディ  
（1）ローカルモータース  




104 名の従業員とともに、米国内外の 52,000 人を超えるデザイナーやエンジ
ニア、愛好家等のリードユーザーから成るユーザー・コミュニティで構成され、









表 3-1：ローカルモータースの企業概要  
項  目  内  容  
社  名   Local Motors, Inc. 
創業年   2007 年  
本社所在地   米国  アリゾナ州  フェニックス  
事業内容   自動車の企画・設計・製造・販売  
従業員数   104 名  
売上高   非公開  
コミュニティ構成員数   約 52,000 人  
製造施設   マイクロファクトリー  2 施設  
出所： 2016 年時点の企業情報をもとに筆者作成  
 





































トの役員による最終選考の結果、新製品であるトラック「RIG2 – Road Icon 
Generation 2」が誕生し販売された 2。この事例は、提供企業とユーザー・コミ
ュニティとの共創であり、通常型から市場創出イノベーションへの移行に至る







実現していると考えられる（図 3-1 の③）。  
 
 
出所：図 2-2 と同様の出所及び企業情報をもとに筆者作成  


















たとえば、同社は「3D PRINTED CAR DESIGN CHALLENGE（3D プリン










































造は、既に開発が完了しており、2016 年から販売を開始した。  
さらに、2016 年 6 月には、同社による 3D プリンタ自動車製造と IBM の人
工知能機能である IBM Watson を組み合わせた 12 人乗りの自動運転バス「Olli」
を IBM と共同で発表した。同社は、2017 年以降は、「Olli」に経営資源を集中




















①  企業概要  




中国（北京、上海）、シンガポール、豪州に拠点を構えている（表 3-2）。  
 
表 3-2：イルミナの企業概要  
項  目  内  容  
社  名  Illumina, Inc. 
創業年  1998 年  
本社所在地   米国  カリフォルニア州  サンディエゴ  
事業内容   DNA、RNA 解析ソリューションの提供  
従業員数   米国  4,600 名、その他  米国外の拠点の社員  
売上高   18 億ドル  
米国外拠点  
 英国、ブラジル、日本（東京・大阪）、  
 中国（北京・上海）、シンガポール、豪州  













（図 3-2 の①）。  
 
 
出所：図 2-2 と同様の出所及び企業情報をもとに筆者作成  












運用方法を巡って、共創したと考えられる（図 3-2 の②）。  
2012 年 12 月、同社は、解析後の大量のデータを管理及び運用するための方
法として、クラウドサービスを活用したストレージ環境「BaseSpace」を構築
した。さらに、同社は、このクラウド・ストレージ環境をシーケンサーの顧客






























































さらに、2016 年 4 月、イルミナは、統合バイオインフォマティクス・ソリュ




図 3-3：イルミナの「BaseSpace Informatics Suite」  
 
無償のクラウド・ストレージ環境であった「BaseSpace」 12を起点として、
2013 年には NextBio 社を買収し、遺伝子データのある被験者を自動的に集め
77 
た解析できる「BaseSpace Cohort Analyzer」や、20,000 を超える遺伝子研究
のデータから瞬時に回答を取り出すことができる「 BaseSpace Correlation 
Engine」へと事業領域を拡張した。また、2015 年には、GenoLogics 社を買収
し、サンプル準備及び実験のワークフローを最適化する「BaseSpace Clarity 
LIMS 」 へ と 拡 張 し た 。 こ れ に 遺 伝 子 デ ー タ を 洞 察 し 特 徴 点 を 見 い だ す



























①  企業概要  
アマゾンは、流通業が本業であり、 1994 年の設立以来、EC（Electronic 
Commerce）サービスによって多様な商品を提供する企業である。  
同社の売上高は 889 億ドル（約 10 兆円、2014 年）、従業員 154,100 人とい
う規模を誇り、EC サービスでの取扱商品は、書籍、家電、食料品、玩具、衣料
品等、多岐にわたる。さらに、同社はクラウドサービスである Amazon Web 
Serice（AWS）も販売している（表 3-3）。  
 
表 3-3：アマゾンの企業概要  
項  目  内  容  
社名   Amazon.com, Inc. 
創業年   1994 年  
本社所在地   米国  ワシントン州シアトル  
事業内容   流通業（EC サービス）、  クラウドサービス提供  
従業員数   154,100 人  
売上高   889 億ドル  
AWS パートナー数   約 8,000 社 13 
出所：  2014 年 12 月期の FORM 10-K をもとに筆者作成  
 










同社は、 IT ベンダに対して改善要求をするだけでなく、 IT ベンダとデータ
センター向けの情報技術機器の機能強化に向けて共創し、IT ベンダから情報技
術のノウハウを吸収した。これと同時に、同社はデータセンター関連設備や情
報技術の専門人材の確保等に多額の投資を行った（図 3-4 の②）。  
 
 
出所：図 2-2 と同様の出所及び企業情報をもとに筆者作成  
図 3-4：アマゾンにおけるイノベーションの移行  
 
AWS の Vice president and Distinguished Engineer14の Hamilton（2014）
によると同社は、IT ベンダとの共創の結果、市販の情報技術機器を使ったシス
テムは、EC サービス向けデータセンターに必要な機能に絞った合理的な活用







さらに、同社は、2006 年 3 月から、投資を行ったデータセンターについて本
業の流通業の EC サービスとは別建ての事業として、EC サービスで活用して
いたコンピュータリソースを活用したクラウドサービスである AWS の外販を
始めた。  
AWS は、従来の IT ベンダのクラウドサービスと比較して圧倒的な価格優位
性がある。たとえば、AWS は新規サービス利用者に対して、12 か月間の無料
利用枠を用意している。また、Amazon EC2 の最低価格は、1 時間あたり 0.0065
ドルと１円を切る価格提示を行っている 15。  
こうした価格提示は、同社が流通業を本業としており、あくまでも本業から
の収益を事業の柱と据えており、AWS のみの収益を重視していないためである








る同社が IT ベンダからの独立を果たしたと考えることができる。  





できた（図 3-3 の③）。  

















した（図 3-5）。  
 
 
売上高、研究開発費推移       売上高対研究開発比率  
（2000 年度を 100%と置く）  
出所：アマゾンの Form 10-K をもとに筆者作成。アマゾンの研究開発費費目は
Technology and content を使用  
図 3-5：アマゾンの研究開発費  
 
また、同社は、AWS を活用したアプリケーションサービスや、コンサルティ







場にユーザー・イノベーションをもたらしたと考えられる（図 3-3 の④）。  
 さらに、同社のクラウドサービスへの取り組みは、企業ユーザーと IT ベン
ダとの立場を逆転させた。2013 年 10 月～12 月時点での世界における法人向け
クラウドサービス市場は、市場全体が前年比 45%で急成長する中で、アマゾン
が世界シェア 28%を獲得し、シェア 2 位である IBM（7%）以下の IT ベンダに






④  市場創出イノベーションから産業構造イノベーションへの進展  
 アマゾンのユーザー・コミュニティは、巨大な規模を獲得し、市場において
強い影響力を持った結果、大手 IT ベンダもコミュニティに取り込まれた。 IT
ベンダを取り込んだユーザー・コミュニティは、急速に拡大を続け、ユーザー
価値の実現に向けて新たなサービスを生み出すためのデータが集結した共創プ
ラットフォームとなっている（図 3-4 の⑤）。  
日本市場においても、 2014 年以降、アマゾンのコミュニティに参画する IT
ベンダが増加している。日立製作所や日本電気等は、自ら提供するシステムイ
ンテグレーション・サービスと AWS を連携させ、新たなサービスを提供して
いる 18。これは、大手 IT ベンダがアマゾンのコミュニティに取り込まれた状況
を示している。  
長崎（2017）によると同社の新規サービス及び主要機能の発表数は、2008 年
には 24 件であったが、コミュニティの拡大とともに増加し、2016 年にはパー








出所：長崎（ 2017） p.41 の図をもとに筆者作成  

























表 3-4：ＧＥ（共通ソフトウェア・プラットフォーム「Predix」）の概要  
項  目  内  容  
社 名  General Electric Company 
創業年  設立 1892 年（創設 1878 年）  








従業員数  約 307,000 人  
売上高  1,486 億ドル  
対象サービス名  共通ソフトウェア・プラットフォーム「Predix」  
サービス提供開始時期  2014 年  
出所： 2016 年時点の企業情報及び Iansiti  and Lakhani（ 2014）をもとに筆者作成  
 






あり、関連リソースも分散し、少数であった（図 3-7 の①）。  
 
 
出所：図 2-2 と同様の出所及び企業情報をもとに筆者作成  




























できるようあらかじめ契約し価値の対価を得ている 21（p.5）。  
 同社は、「Predix」の実現に向けて、リーマンショック以降、研究開発費を増
額した。特に製造業領域における情報技術への積極的な研究開発投資により、
IoT 領域における市場支配を狙った（図 3-8）。  
ただし、同社の共通ソフトウェア・プラットフォーム「Predix」の取り組み
自体は、 IT ベンダにも実現可能な技術レベルである。また、 2014 年には、同
社の産業用機器における競合であるシーメンスも遠隔保守のための共通遠隔サ















売上高、研究開発費推移        売上高対研究開発比率  
（2000 年度を 100%と置く）  
出所：ＧＥの Form 10-K より報告者作成  
図 3-8：ＧＥの研究開発費  
 













Internet Consortium（ IIC）」というコンソーシアムを構築した。IIC には、主
に IoT を新たな事業機会とすることを狙う製造業系の企業や、情報技術系の企
業等が参加するとともに、ベンチャー企業や、非営利団体、大学等も参加し、
2016 年時点で約 230 社が参加し、増加し続けている。  
なお、日本からも日立製作所、三菱電機、日本電気、富士通等の情報技術系
の企業に加え、トヨタ自動車、富士フイルムホールディングス等の製造業系の





















ビスの創出へとつながる（図 3-7 の⑤）。  
続いて、2015 年 10 月、同社は、ＧＥソフトウェアセンター、グローバル IT
89 
部門、各事業でソフトウェア開発を担当者と、2014 年に買収した Wurldtech 社
の産業機器向けセキュリティ部門を統合し、新組織「GE Digital（以下、ＧＥ































2. 個人ユーザーに対するパイロット・スタディ  
（1）セルフパブリッシング市場（電子書籍市場）  








の Web サイトを通じて、直接、電子書籍データを販売する形態である。  





ーは書籍を購入する立場であった（図 3-9 の①）。  
一方、出版社や IT ベンダ等の提供企業は、 1990 年代から、書籍情報の電子
化や、電子書籍端末の開発を進めていた。この方法では、ソニー株式会社（以








せることが可能になった。この方法は、アマゾンが、米国において 2007 年 11
91 






を吸収した（図 3-9 の②）。  
 
 
出所：図 2-2 と同じ  












































3-9 の④）。  
 
表 3-5：2013 年の電子書籍出版社ランキング  
Rank Publisher Appearance29 
1 Hachette 258 
2 Penguin Random House 230 
3 Random House 146 
4 Penguin 102 
5 Self-published 99 
6 HarperCollins 91 
7 Simon & Schuster 72 
8 Macmillan 68 
9 Amazon 46 
10 Scholastic 27 
出所：The Digital Book World Ebook Best -Seller list in 2013, ranking を基に筆者作成  
http:/ /www.digitalbookworld.com/2013/best -ebook-publishers-in-2013-hachette-
penguin-random-house-on-top-of-publisher-power-rankings/  （ 2016.2.14 アクセス）  
 


























第 3 節  考察  

























2 ユーザー・イノベーションのプロセス  
（1）通常型イノベーションから市場創出イノベーションへの移行  
 第Ⅱ部にて設定した第 1 の視座を考察するために行った企業ユーザー及び個
人ユーザーに対するパイロット・スタディの結果を集約し、ユーザー・イノベ
ーションのプロセスを導出する。考察にあたっては、パイロット・スタディで



















等との新たな関係性を創出する段階へと向かう（図 3-10 の②）。  
 
 
出所：図 2-2 と同じ  


















































出所：図 2-2 と同じ  











ク効果を発揮し、イノベーションが創出され普及する（図 3-12 の⑤）。  
 
 
出所：図 2-2 と同じ  


































1 ローカルモータースのホームページには、以下のように記載。  
”We have 104 employees and over 52.0k community members, collaborating on 6.1k 
designs and 2.1k ideas across 85 projects. ”  
https:// localmotors.com/about/team/（ 2016.1.19 アクセス）  
2 ローカルモータースは、ピーターズビルド社と組み、新たなトラックのデザインを開発
した。デザイン募集イベントは、 2012 年 6 月 5 日から、 2012 年 7 月 23 日まで行われ
た。  
 「Local Motors & Peterbilt Announce Competition」（ 2012 年 6 月 5 日発表）  
https:// localmotors.com/blog/post/local -motors-peterbilt-announce-competition/120/  
 （ 2015.5.28 アクセス）  
3 ローカルモータースの以下のプレスリリースを参考にした。  
 「Local Motors Announces Winners of First -ever 3D-printed Car Design Challenge」
（ 2014 年 6 月 5 日発表）  
 https:// localmotors.com/blog/post/local -motors-announces-winners-of-first-ever-3d-
printed-car-design-challenge/1416/（ 2016.1.19 アクセス）  
4 ローカルモータースの以下のプレスリリースを参考にした。  
「Local Motors Unveils Designs for the World’s First Production Line of 3D -Printed 
Cars」（ 2015 年 7 月 7 日発表）  
https:// localmotors.com/blog/post/local -motors-unveils-designs-for-the-worlds-first-
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production-line-of-3d-printed-cars/1906/（ 2016.1.20 アクセス）  
5  ローカルモータースの以下のプレスリリースを参考にした。  
 「Local Motors debuts LM3D, the world’s first 3D -printed car series」（ 2015 年 11 月
3 日発表）  
https:// localmotors.com/blog/post/local -motors-debuts-lm3d-the-worlds-first-3d-
printed-car-series/1943//（ 2016.1.19 アクセス）  
6 ローカルモータースの以下のプレスリリースを参考にした。  
 「Local Motors, ASU partner on high -tech materials R&D for 3D-printed car」（ 2014
年 6 月 5 日発表）  
https:// localmotors.com/blog/post/local -motors-asu-partner-on-high-tech-materials-
rd-for-3d-printed-car/1922/（ 2016.1.19 アクセス）  
7 IBM は、ローカルモータースとの「Olli」の共同開発について人工知能 IBM Watson の
視点から訴求している（ 2016 年 6 月 16 日）。  
 https:/ /www-03.ibm.com/press/us/en/pressrelease/49957.wss（ 2016.7.1 アクセス）  
8 米国イルミナ社のホームページ  http://www.illumina.com/（ 2015.10.03 アクセス）  
9 イルミナのクラウドサービス「BaseSpace」向けアプリケーションの一覧は以下にて参
照した。  
 「Access a wide range of BaseSpace Apps for simplified data analysis」  
http:/ /www.illumina.com/informatics/research/sequencing -data-analysis-
management/basespace/basespace -apps.html（ 2016.1.22 アクセス）  
10 イルミナが発表したクラウドサービスについては、2011 年 12 月の同社の記述による。
http:/ /blog.basespace.illumina.com/2011/12/（ 2015.6.3 アクセス）  
 また、イルミナが発表したクラウドアプライアンス製品については、 2014 年 1 月の同
社の記述による。  
 http:/ /blog.basespace.illumina.com/2014/01/（ 2015.6.3 アクセス）  
11 イルミナの BaseSpace Informatics Suite に関するインフォメーションシートの情報
をもとに作成した。  
12 BaseSpace Informatics Suite では、「BaseSpace Sequence Hub」となっている。  
13 AWS のプレスリリース（ 2013 年 11 月 12 日）より、AWS パートナーネットワークの
パートナー数を抜粋した。  
http:/ /phx.corporate-ir.net/phoenix.zhtml?c=176060&p=irol -
newsArticle&ID=1875692（ 2015 年 6 月 4 日  アクセス）  
14 ハミルトン氏の役職は、 2014 年当時。  
15 アマゾンの Amazon EC2 の Linux において「 t2.nano」を選択し、米国東部及び米国
西部でサービス提供を受けた場合の価格  
https://aws.amazon.com/jp/ec2/pricing/（ 2016.1.25 アクセス）  
16 AWS のプレスリリース（ 2013 年 11 月 12 日）より、AWS パートナーネットワークの
パートナー数を抜粋した。  
http:/ /phx.corporate-ir.net/phoenix.zhtml?c=176060&p=irol -
newsArticle&ID=1875692（ 2015 年 6 月 4 日  アクセス）  
17 Synergy Research Group の調査データに関するプレスリリース  
「Amazon, Salesforce and IBM Lead in Cloud Infrastructure Service Segments（ 2014
年 3 月 25 日付）」  
https://www.srgresearch.com/articles/amazon -salesforce-and-ibm-lead-cloud-
infrastructure-service-segments（ 2015 年 6 月 3 日アクセス）  
  および『日本経済新聞』2014 年 4 月 1 日朝刊 7 面の図表のデータを参考にし、本文中
にシェアデータを掲載した。  
18 日立製作所、日本電気の AWS に関する発表（ホームページ掲載）を参考にした。  
 ・日立製作所「アマゾン･ウェブ･サービスとの連携を本格開始し、クラウド事業を強化」
（ 2013 年 6 月 3 日発表）  
http:/ /www.hitachi.co.jp/New/cnews/month/2013/06/0603a.html  
（ 2016.1.26 アクセス）  
 ・日本電気「NEC､アマゾン･ウェブ･サービスを利用したシステム構築サービスを提供
開始」（ 2014 年 7 月 15 日発表）  
  http:// jpn.nec.com/press/201407/20140715_01.html（ 2016.1.26 アクセス）  
19 ＧＥの Predix に関するホームページ。  
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 http:/ /www.predix.com/（ 2015.10.5 アクセス）  
20 E.ON 社ホームページ。  
 https:/ /www.eon.com/en.html（ 2016.1.26 アクセス）  
21 イアンシティとラカニー（ 2014）による原文は以下の通り  
It captures that value by charging a percentage of the customer ’s incremental 
revenue from improved performance.  
22 小松製作所の以下情報を参考にした。  
 「KOMTRAX」  
http:/ /www.komatsu-kenki.co.jp/service/product/komtrax/（ 2017.1.24 アクセス）  
23 吉野晃生（ 2016）の  p.2 を参考にした。  
24 ＧＥの以下プレスリリースを参考にした。  
 ＧＥ「Creation of GE Digital」（ 2015 年 9 月 15 日発表）  
 http:/ /www.genewsroom.com/press -releases/creation-ge-digital-281706 
（ 2016.1.27 アクセス）  
25 出所は脚注 19 と同じ。原文の表現は以下の通り  
“GE transforms itself to become the world’s premier digital industrial company ” 
26 出所は脚注 19 と同じ。原文の表現は以下の通り  
“We are building the playbook for the new digital industrial world by harnessing 
our horizontal capabilities including Predix, software design, fulfil lment and 
product management, while also executing critical outcomes for our customers. This 
is the strength of GE .”  
27 ソニーの DD-1 製品情報を参考にした。  
 https:/ /www.sony.co.jp/Fun/design/history/product/1990/dd-1.html  
（ 2017.1.25 アクセス）  
製品名称、販売時期に関しては、 ITmedia による「電子書籍端末ショーケース：  
DD-1――ソニー」を参考にした。  
http:/ /ebook.itmedia.co.jp/ebook/articles/1207/19/news009.html   
（ 2017.1.25 アクセス）  
28  アマゾンのプレスリリース情報を参考にした。  
http:/ /phx.corporate-ir.net/phoenix.zhtml?c=176060&p=irol -
ewsArticle&ID=1079388（ 2017.1.25 アクセス）  













第Ⅲ部 ユーザーがもたらすイノベーション普及  
    の変質  
  
104 
















出所：筆者作成   
105 




第 1 節  イノベーション普及に関する先行研究  





























































































































































その上で Moore（1991）は、ハイテク産業及び B2B（Business to Business、
以下、B2B）市場を対象に、「ハイテク・マーケティング・モデル（High-Tech 
Marketing Model）」を掲げ、その中核としてイノベーションの普及曲線に類似









を改めて「テクノロジー・ライフサイクルの改訂版（The Reised Technoogy 


























































































業が従来、Rogers や Moore によるイノベーションの普及のスピードをはるか
に 上 回 る ス ピ ー ド で 普 及 を 果 た す こ と を ビ ッ グ バ ン 型 破 壊 （ Big-Bang 
Disruption）と称した。  
ビッグバン型破壊では、Rogers の示した 5 つのセグメントに従わず、「試験
























































































第 2 節  イノベーションの横断的区分に関する先行研究  















































































































表 4-1：提供企業の視点、ユーザーの視点から見たイノベーションの区分  
 
出所：Christensen（ 1997）、Christensen and Raynor（ 2003）、Christensen, Anthony 








Rogers も Moore も提供企業の視点であるため、一旦、普及を開始した製品・
サービスはマス・マーケットを獲得することで普及が進み、やがて普及を終え
るというプロダクト・ライフサイクルに類似したイノベーションの普及曲線と








































S 字曲線のような断続的に新たな S 字曲線が発生することが想定される。  



















出所：Rogers（ 2003）p.17、p.229、p.309 の図、Foster（ 1986）pp.96-
100、Christensen（ 1997） pp.72-75 の図を参考に筆者作成  
































第 5 章 視座の設定とパイロット・スタディ  
 
 
第 1 節  研究方法  
1. 第 2 の視座の設定と研究方法の選定  







































































第 2 節  パイロット・スタディ  









2006 年 3 月、アマゾンが AWS の提供を開始した。クラウドコンピューティ
ングの概念が発表される前に、情報技術のリソースをネットワーク経由で提供
するサービスが開始されたため、当初、アマゾンは当該サービスにクラウドと
いうキーワードを使用していなかった 1。  
続いて、2006 年 8 月、当時 Google Inc.（以下、グーグル）の CEO であった
Eric Schmidt（2006）が、Search Engine Strategies Conference において、
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クラウドコンピューティング（Cloud computing）というキーワードを初めて













ち上がった時期は、2011 年以降である。  
 
表 5-1：2009 年の法人向けクラウドサービス動向（国内）  
 
出所：日本電気プレスリリース（ 2009 年 4 月 23 日付）、富士通プレスリリース（ 2009 年 4
月 27 日付）、日立製作所プレスリリース（ 2009 年 6 月 30 日付）、富士キメラ総研（ 2010）  




2010 年 9 月以降に日経 BP 社と日経 BP コンサルティング社が実施したクラ
ウドベンダー・イメージ調査にもとづく日経コンピュータ誌のクラウドランキ





ついて多段階評価した値を平均値が 50、標準偏差が 10 となるように標準化し、
評価数値を算出した。  
2010 年 9 月の第 1 回クラウドランキングでは、総合スコアにおいて、ほと
んどの外資系 IT ベンダが日系 IT ベンダを上回る結果となった（図 5-1）。  
 
 
出所：日経 BP 社  日経コンピュータ  クラウドランキング第 1 回～第 10 回（ 2010
年 9 月～ 2015 年 3 月）にもとづき筆者作成  




この結果により、企業ユーザーは、2010 年 9 月以前の当該アンケートが実施
された段階で、法人向けクラウドサービス市場において、外資系 IT ベンダを
評価し、選択するという意思決定を行ったことがわかる。この意思決定の傾向
は、以降のクラウドランキングでも一貫している 3。  
一方、日本における法人向けクラウド市場は、2009 年に日本電気や富士通な
どがサービスを開始したが、2011 年までは日本国内において、総額 80 億円前
後で停滞していた。2009 年から 2010 年にかけては約 1 割、市場が縮小してい
る（図 5-2）。  
 
 
法人向けクラウドサービス市場      法人向けクラウドサービス市場  
規模推移（ IaaS／PaaS）       外資系 IT ベンダと日系 IT ベンダ 4  
売上比較（ IaaS／PaaS）  
出所：富士キメラ総研（ 2010）  pp.21-27、富士キメラ総研（ 2011）  pp.8-22、富士キメ
ラ総研（ 2012）  pp.3-16、富士キメラ総研（ 2013）  pp.12-16 をもとに筆者作成 5 






























急拡大した 2011 年、2012 年ともに、外資系 IT ベンダと日系 IT ベンダの売上
高比率は、およそ 7 対 3 の割合で圧倒的に外資系 IT ベンダが上回ったことが
確認できる（図 5-2）。  
外資系 IT ベンダと日系 IT ベンダとの法人向けクラウドサービス事業におけ
る売上高の差異は、企業ユーザーが 2009 年 9 月以前の時点が行った法人向け
クラウドサービス市場に見るブランド評価の結果であるユーザー・コミュニテ




し、あらかじめ外資系 IT ベンダを評価し、外資系 IT ベンダを選択することを
事前に意思決定していたことが確認できた。企業ユーザーによる事前の意思決










 外資系 IT ベンダの代表例が、流通業が本業であり、情報技術に対しては従
来、企業ユーザーであったアマゾンによるクラウドサービスの創出と提供に関
する事例である。アマゾンによるユーザー・イノベーション創出のプロセスに







 アマゾンの AWS を活用するユーザーは、ユーザー自身が主導して AWS ユー
ザー会「JAWS-UG（AWS User Group Japan）」を形成し、日本において 39 都




ている。さらに、AWS のパートナー企業と企業ユーザーは、AWS の 127 社の
133 
企業ユーザーの事例から成る「AWS 事例大全集」を作成し、クラウドサービス

































2. 個人ユーザーに関するパイロット・スタディ  
（1）市場概要  
 個人ユーザーに関する事例として電子書籍市場を取り上げる。第 3 章第 2 節
で取り上げた米国の電子書籍市場におけるセルフパブリッシングの動向にもと
づき、個人ユーザーがイノベーションの普及にもたらす影響について考察する。 
 米国の電子書籍市場は、大手出版 5 社（Penguin Random House、Macmillan 
Publishers Ltd（以下、Macmillan）、HarperCollins Publishers LLC.（以下、
HarperCollins）、Hachette Book Group（以下、Hachette）、Simon & Schuster  
Inc.（以下、Simon & Schuster）と、アマゾン、Google、Apple Inc.（以下、
アップル）等の IT ベンダ、Barnes & Noble, Inc.（以下、Barnes & Noble）等
の書籍小売業によって構成されている。米国の電子書籍市場は 2007 年から











少は止まらず、2015 年の電子書籍の発行部数は 2013 年比で約 16%減少し、米
国の書籍市場の書籍発行部数全体に占める電子書籍発行部数の割合は 24%に
まで減少した。一方、紙書籍の発行部数は、2012 年から 2015 年にかけて増加






出所：Nielsen（ 2016） p.4 をもとに筆者作成  































 米国の電子書籍市場では、大手出版 5 社の市場シェアと、セルフパブリッシ
ングに関連するプレーヤーの市場シェアを比較することにより、イノベーショ
ンの主体の変質について確認できる。  
 米国の書籍市場における大手出版 5 社の電子書籍シェアは、2012 年の 46%
以降、下落し続け、2015 年には 34%まで下落している。この状況に対して、大
手出版 5 社は、2012 年から 2015 年にかけて紙書籍に回帰し、紙書籍の出版部








を備えた小規模出版社を合わせた領域において、 2012 年 19%（うちセルフパ
ブリッシングが 5%）であったが、2015 年には 42%（うちセルフパブリッシン
グが 12%）まで拡大し、大手出版 5 社の電子書籍市場シェア（2015 年 34%）
を 8%も上回った（図 5-5）。  
 
 
大手出版 5 社の電子書籍シェア     セルフパブリッシング及び  
                 小規模出版社の電子書籍シェア  
出所：Nielsen（ 2016）  p.5 をもとに筆者作成  


































































































図 5-7：ユーザー主導によるイノベーションの普及  
 











1 アマゾンのプレスリリースを参考にした（ 2006 年 3 月 14 日付）  
http:/ /phx.corporate-ir.net/phoenix.zhtml?c=176060&p=irol -
newsArticle&ID=830816（ 2017 年 1 月 7 日アクセス）  
2 Schmidt（ 2006）が、 Search Engine Strategies Conference において行った発表内容
は、以下の通りである。  
“What's interesting [now] is that there is an emergent new model, and you all  are 
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here because you are part of that new model. I  don't think people have really 
understood how big this opportunity really is.  It starts with the premise that the 
data services and architecture should be on servers. We call  it cloud computing –  
they should be in a "cloud" somewhere. （下線は筆者が追加）”  
3 国内の法人向けクラウドサービス市場におけるブランド調査については、日経コンピュ
ータ「第 1 回クラウドランキング」（ 2010 年 9 月 29 日）、「第 2 回クラウドランキング」
（ 2011 年 3 月 3 日）、「第 3 回クラウドランキング」（ 2011 年 9 月 29 日）、「第 4 回クラ
ウドランキング」（ 2012 年 3 月 1 日）、「第 5 回クラウドランキング」（ 2012 年 10 月 11
日）、「第 6 回クラウドランキング」（ 2013 年 3 月 7 日）、「第 7 回クラウドランキング」
（ 2013 年 10 月 8 日）、「第 8 回クラウドランキング」（ 2014 年 2 月 25 日）、「第 9 回クラ
ウドランキング」（ 2014 年 10 月 14 日）、「第 10 回クラウドランキング」（ 2015 年 3 月 2
日）。  以上、日経 BP 社の調査を参考にした。  
2010 年 3 月の第 1 回調査から、半年ごとに調査が行われているが、外資系 IT ベンダ
が日系 IT ベンダを上回るという傾向は一貫して継続している。  
4 当該データにおける外資系 IT ベンダとは、アマゾン、グーグル、セールスフォース、
マイクロソフトを対象とする。また、日系 IT ベンダ（コンピュータベンダ）とは、富士
通、日本電気、日立製作所を指す。  
5 グラフ中の IaaS, PaaS について詳説する。  
IaaS とは、 Infrastructure as a Service の略であり、 IT ベンダからサーバやストレー
ジ環境などの IT 機器の機能をネットワーク経由で顧客に提供するサービスを指す。  




して、 IaaS・PaaS 市場の各データの合計値を使用した。  
6 JAWS-UG （AWS User Group-Japan）の支部数についてはホームページ情報を参考に
した。  https:/ / jaws-ug.jp/ （ 2016.08.15 アクセス）  
7 「AWS 事例大全集」の掲載情報を参考にした。  
https://d0.awsstatic.com/partner-network/jp/pdf/2016-jirei-daizenshu-v4.pdf  















第Ⅳ部  競争関係の変質とイノベーション・マネジメント  
 
 
 第Ⅳ部は本論文のフェーズ 4 にあたり、第Ⅱ部において設定した第 1 の視座、














第 6 章  ユーザーによる市場支配  
 
 
第 1 節  2 つの視座に関する考察  































て、第 1 の視座があてはまることを確認した。  


























加え、次項において第 2 の視座に対する考察を踏まえて実施する。  
 























ノ ベ ー シ ョ ン の 普 及 に 対 し て 影 響 力 を も た ら す 姿 を あ ら わ す た め 、
Christensen（1997）のイノベーションの類型（持続的イノベーション、破壊的




















































































































第 3 節  リサーチ・クエスチョンの精査  



































第 7 章  提供企業に求められるイノベーション・マネジメント  
 
 
第 1 節  研究方法  



































イノベーションの視点を補強する（表 7-1）。  
 
表 7-1：イノベーションの変革力マップの軸の解釈の拡張  
 
出所：Schumpeter（ 1926）、井上（ 2014）、OECD and Eurostat（ 2005）、
Abernathy and Clark（ 1985）、Christensen（ 1997）をもとに筆者作成  
 
2. 研究対象の抽出  
 本研究における詳細な事例研究の対象を抽出する。まず、事例研究の対象業
種としては、日本の情報技術関連産業を選択する。情報技術関連産業を選択し






3.3%で成長を続けている（図 7-1）。  
 
 
出所：総務省（ 2014）をもとに筆者作成  
図 7-1: 日本における情報化投資額の推移（再掲）  
 
一方、日本の大手 IT ベンダの業績は、2000 年度の売上高を 100%と置くと、
2013 年度時点で富士通が 87％、日本電気が 57%、日本 IBM が 54%と大きく
減少している（図 7-2）。  
たとえば、日本電気は 2000 年度から 2013 年度にかけて年平均成長率マイナ























出所：日本電気、富士通、日本 IBM の IR 資料をもとに筆者作成  
図 7-2: 日本の大手 IT ベンダの業績推移（再掲）  
 
 情報技術産業において事例研究の対象とする企業は、日本電気とする。日本




























3. 調査手順  
 日本電気に対する調査では、2016 年 1 月 29 日から同年 3 月 23 日にかけて
















ため、30 分程度の追加面接と資料の再収集を行った（表 7-2）。  
 
表 7-2：日本電気のインタビューイ属性一覧  
人名  職位  職務  
A マネージャー 5 クラウドサービス関連の販売促進担当  
B 担当  A 氏の補佐役  
C マネージャー  ビジネスユニットの事業企画領域担当  
D マネージャー  中堅中小企業向けクラウドサービスの販売促進担当  
E マネージャー  企業向けネットワーク機器関連の販売促進担当  
F マネージャー  企業向けネットワーク機器関連のマーケティング担当  
G マネージャー  営業部門の販売促進担当  
















第 2 節 事例研究  
1. 企業概要  
日本電気は、1899 年（明治 32 年）7 月に創業し、約 120 年続く老舗の大手
電機メーカーである（表 7-3）。  
 
表 7-3：日本電気の概要  
確  認  項  目  内  容  
社 名  日本電気株式会社  
創業年  1899 年  




従業員数  98,726 人（2016 年 3 月末時点の連結人員）  
売上高  
2 兆 8,211 億円  
（2016 年 3 月期の連結売上高 /日本基準）  
販売店体制  556 社（2016 年 3 月現在）  
従業員数  連結  98,726 名（2016 年 3 月末時点）  

















員数は、約 9 万 8 千名となっている。  
 日本電気の事例研究は、2000 年を境とし、2000 年以前と 2000 年以後とい





























1990 年代には、PC、通信事業者用ネットワーク機器、半導体の 3 領域を主
体に国内外の事業を拡大し、日本を代表する電機メーカーの一つとして地位を
確立した。また、日本電気は 1991 年以降、システムインテグレーション事業
を強化した。1991 年には、C&C システム事業グループを新設し、1993 年には
ソリューション・サブグループを新設し、1995 年に「専門 SE 資格制度」を導
入する等、1990 年代はシステムインテグレーション事業を本格的に立ち上げ、
強化した期間であった（pp.272-275）。  
後に IT バブルと称される時期であった 2000 年には、PC 事業、システムイ
ンテグレーション事業や携帯電話事業を中心に業績のピークを迎え、日本電気
は連結売上高  約 5 兆 4 千億円を達成した。海外事業においても、通信事業者
向けのネットワーク機器や半導体事業を中心に業績のピークを迎え、1999 年に








①  日本電気の営業活動  
 日本電気の国内事業においては、市場及び当事者とのつながりを構築するた

























上で大変重要な役割を果たしていると考えられる 6。  
②  2000 年以前の販売店コミュニティ  
 日本電気は、2000 年までの期間において、事業規模の拡大とともにコミュニ
ティを拡大してきた。日本電気の販売店制度は、1973 年まで特約店制度のみで
あった。日本電気（2000）によると、1967 年時点で特約店は 68 社であったと
している。1973 年に特約店制度に加え、販売取扱制度が設けられ、 1976 年ま






7。しかし、1973 年、日本電気は、小型コンピュータ「NEAC システム 100」
の登場とともに複数販売店体制へと移行した。日本電気（2000）によると、1973
年の複数販売店体制のスタート時には 7 社であったが、特約店支援部を設置し、
他社の販売店を日本電気側への取り込みや 1 県 1 ディーラー制度等を展開する
ことで、10 年後の 1984 年には 205 社へと急激にコンピュータ系の販売店のコ
ミュニティを拡大させ、同時に事業規模を拡大した。  
同時に、同社は前述の PC 事業において、1978 年、個人ユーザー向けの販売
店「NEC マイコンショップ」を開設し、「PC-8001」を独自販売店網として、





日本電気（2000）によると、1960 年代、日本電信電話公社（現 NTT グルー
プ、以下、電電公社）と日本電気等の通信機器メーカーが、共同で電電公社が































②  2000 年以前の研究開発活動  
 日本電気（2000）によると、日本電気が研究開発体制として、研究所を初め
て設立した時期は 1939 年であり 1945 年の終戦まで、1,000 人規模の研究体制
で日本軍から依頼を受けた電波兵器や電波探知機を研究していた（pp.67-68）。 


























年代にかけて同社の代表的な成功事例である PC 事業を取り上げる。  
 
（4）イノベーション事例（電子交換機事業）  





 1976 年、北米市場において、 Northern Telecom（現 Nortel Networks 
Corporation（本社：カナダ））がデジタル電子交換機を開発し販売を開始した。
北米では、同社によるデジタル電子交換機の登場とともに、一気にデジタル化
へと市場の移行が始まった（図 7-3 の②）。  
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出所：日本電気（ 2000）、E 氏からのヒアリング及び図 2-2 と同じ出所をもとに
筆者作成  


















の 日 本 電 気 の CI （ Corporate Identity ） と な る 「 C&C （ Computer & 
Communication）」を発表した 9。「C&C」は北米で発表された後、日本電気の社
内体制の再編へと発展するとともに、1979 年、日本電気グループの CI として


















することによって、PC 事業を成功させている。  
 同社は、1970 年代、通信システム事業や情報システム事業で成長し安定的な
収益を獲得できるようになっており、通常型イノベーションにおける取り組み








































構造イノベーションへと移行したと考えられる（図 7-4 の⑤）。  
 
 
出所：日本電気（ 2000）、G 氏からのヒアリング及び図 2-2 と同じ出所をもとに
筆者作成  







気は国内 PC 市場のリーダーとなった。同社によると 1987 年から 1989 年にか




























ティの維持及び拡大を図る（図 7-5 の①）。  
そして、提供企業は、既存事業からの収益を原資に競合企業と差別化するた










出所：図 2-2 と同様  










































同社は、海外でも PC 事業拡大を図り、Pakard Bell, Inc への大型出資を行
ったが失敗し、海外の PC 事業からは事実上、撤退した。2003 年に NEC パー
ソナルプロダクツ株式会社として主力事業を子会社に集結した。その後、2011
年、日本電気は、Lenovo Corporation（以下、レノボ）と PC 事業に関する合
173 
弁会社として Lenovo NEC Holdings B.V.を設立し、その 100%子会社として
NEC パーソナルコンピュータ株式会社とレノボ・ジャパン株式会社を設立し、
日本電気の PC 事業は非連結化され、切り離された 11。  
半導体事業についても、韓国勢に価格面での攻勢を受け競争優位性を失い、
2002 年、NEC エレクトロニクス株式会社として分社化した。2010 年には NEC
エレクトロニクスと日立製作所と三菱電機の半導体部門を統合したルネサステ
クノロジー株式会社が統合し、ルネサスエレクトロニクス株式会社として存続














 同社は、2014 年度の売上高で約 2.9 兆円であり、業績のピークであった 2000
年（5.4 兆円）と比較して、約 57%とほぼ半減した 13。売上高の年平均成長率も
マイナス 4.3%で推移している。日本電気（2000）の売上高データによると、こ
の売上規模は、1980 年代半ば（1986 年～1987 年）の売上高規模まで後退して







業や海外事業の成長で埋めることができず、事業規模が縮小し続けている 14。  
 一方、総務省（2015）によると、日本の民間部門における電子計算機・同付
属装置、電気通信機器、ソフトウェアに対する情報化投資は、2000 年度（約 10.6






いて 2014 年時点でも売上高は約 2.9 兆円という事業規模を確保している。ま
た、国内外に約 10 万人もの社員と 232 社の連結子会社、51 社の持分法適用会
社を保有しており、日本電気グループとして事業規模も十分に確保している 15。 
2013 年度の日本の民間部門の情報化投資額である約 16.3 兆円と、財務省主
計局（2015）が試算した 2013 年度の日本の国（約 1 兆円）及び都道府県・市
町村（約 7000 億円）の情報化投資額を加味した上で、同社の国内連結売上高






















① 2000 年以降のコミュニティの変化  
 2000 年以降になっても、日本電気の販売店コミュニティの中心は、コンピュ
ータ及び PC 事業で培った販売店コミュニティ（ビジネス PC 販売店）と、電
子交換機事業や企業向けネットワーク事業で培った通信ネットワーク領域の販
売店コミュニティであった。  
2016 年時点において、日本電気の販売店関連のパートナーは約 560 社（日
本電気の連結子会社を除くと約 550 社）であり、内訳としては、販売特約店、
販売提携店、プラットフォーム・パートナー（以下、PF パートナー）の 3 種が
あり、それぞれ販売特約店が約 320 社、販売提携店が約 40 社、PF パートナー















2005 年から 2015 年までの過去 10 年間における企業の研究開発支出は、年平
均成長率 5.4％で成長している（p.12）。例えば、2015 年の外資系 IT ベンダの
売上高対研究開発費比率は、グーグルが 14.9%、マイクロソフトは 13.1%、ア






同社は、2008 年度の研究開発費  約 3 千 5 百億円（売上高比率 8.2%）をピー
ク 18として削減を続け、 2016 年度には約 1 千 1 百億円（売上高比率 4.1%）と
金額ベースでは 32%（2000 年度比 68%の削減）まで、研究開発費を削減して
しまった（図 7-6） 19。  
外資系 IT ベンダが、研究開発投資額で大きく上回るとともに、同社の売上
















日本電気の売上高、研究開発費推移   日本電気の売上高対研究開発費比率  
  （2000 年度を 100%と置く）  
出所：インタビューイからの情報及び日本電気の IR 情報をもとに報告者作成  









ー「UNIVERGE アプリケーションパートナー」を募った。  
同社は、UNIVERGE アプリケーションパートナーにおいて、302 社（日本電









































ともに、パートナーの SaaS ビジネスを促進する支援制度として「SaaS ビジネ
スイノベーションプログラム」を発表した（表 7-4）。  
 
表 7-4：SaaS ビジネスイノベーションプログラム  







最大 35 社  
2008～






最大 11 社  
2008～









最大 11 社  
（日本電気の連結
子会社を除くと
10 社）  
2008～  
2010 年  
出所：インタビューイ A 氏からの情報（ 2016 年時点）をもとに筆者作成  
 




「プラットフォーム」、「テクニカル 26」パートナーの 3 種であった。2008 年 9
月初旬には当初の 18 社から 35 社まで増加した。  
同プログラムでは、2008 年 6 月に第 1 回総会（設立総会）を開いた後、半年
に 1 回の頻度でコミュニティの拡大と定着を目指し総会を開いた。 2009 年に
は、パートナー数がさらに増加し、56 社（日本電気の連結子会社を除く）に達
した 27。  
































しかし、2009 年 12 月、アマゾンが日本でクラウドサービスを提供する法人



































るビジョン「C&C クラウド」を発表した。  





既存サービスを提供するという状況に変化はなかった（図 7-7）。  
  
 
日本電気の「クラウド指向サービス   日本電気の「C&C クラウド」の世界観  
プラットフォームソリューション」        （2010 年）  
（2009 年）  
出所：左図は、インタビューイ A 氏からのヒアリング及び NEC 技報（ 2010）  Vol.63 
No.2/2010 の P.17 の図 1 を抜粋。右図は、日本電気の遠藤社長（当時）による講演
資料「C&C ユーザーフォーラム&iEXPO2010」基調講演（ 2010 年 11 月 11 日）の
p.6 を抜粋  
















②  戦略転換期（2010 年以降）  
 日本電気は、外資系 IT ベンダが持ち込んできたクラウドサービス事業を既
存サービスに取り込もうと試みたが、この対処方法は成功しなかった。  
日本電気の目論見が外れた原因の一つとして、外資系 IT ベンダとの研究開
発費の支出の姿勢があげられる（図 7-8）。  








に置きながら、一貫して研究開発投資の増額を続けており、 2010 年から 2011
年に日本電気を研究開発投資で上回って以降、情報技術が本業の日本電気を圧
倒的に上回る研究開発投資を行ってきた。2016 年段階では、アマゾンの研究開
発費が約 1.7 兆円であるのに対し、日本電気は約 1 千 1 百億円にとどまり、約









出所：日本電気の IR 資料、アマゾンの Form 10-K をもとに報告者作成。日本
電気の会計期間は、4 月から翌年 3 月。アマゾンは 1 月から 12 月である。
日本円で比較するため、アマゾンの数値は 110 円 /ドルで換算した。アマ
ゾンの研究開発費費目は、Technology and content を使用  





















表 7-5：日本電気の中堅中小企業向けクラウドサービスのコミュニティ 31  
存続期間  パートナー制度  特  徴  登録社数  







日 本 電 気 の 販
売 店 全 般 を 対
象に支援  









54 社  
出所：インタビューイ D 氏からの情報（ 2016 年時点）をもとに筆者作成  
 





























店数は、約 50 社であり、日本電気の販売店総数の 10%程度に過ぎない。  
当該サービスは、2016 年時点でも継続しているが、登録されている販売店
数は、2015 年から 2016 年にかけて 53 から 54 とほとんど変化がなく、市場
に対する影響力は広がっていない。  
さらに 2014 年、日本電気は、大手企業を対象として「NEC Cloud IaaS（NEC 
ク ラ ウ ド ・ イ ア ー ス ）」 と い う ク ラ ウ ド サ ー ビ ス を 開 始 し た 。 IaaS
（ Infrastructure as a Services）とは、ネットワークを介してサーバやストレ
ージなどの IT プラットフォームの能力を提供するというサービスである。こ








日本電気の「N-town」概要     日本電気の「NEC Cloud IaaS」  
（2013 年）             （2014 年）  
出所：左図は日本電気「N-town とは？」http:/ / jpn.nec.com/n-town/about/ （ 2017 年 3 月 24 日ア
クセス）、右図は日本電気のプレスリリース「NEC、クラウド基盤サービス「NEC Cloud IaaS」
を提供開始（ 2014 年 4 月 25 日発表）」 http: / / jpn.nec.com/press/201404/20140425_01.html 
（ 2017 年 3 月 24 日アクセス）  
図 7-9：市場参入当時の日本電気のクラウドサービス事業  
 
しかし、2016 年 3 月時点での契約社数は 27 社であり、日本電気の販売店総
数の約 5%に過ぎない。当該プログラムに登録したパートナー企業 27 社の内訳




している販売店総数の約 550 社と比較しても 10%以下という過小な数であり、
NEC Cloud IaaS（パートナー数 27 社）においては、市場に対する影響力がさ
らに弱まっていると考えられる。  
また、アマゾンが 2014 年時点で 2,200 社のパートナーを集めているという
事実と比較しても、日本電気がクラウドサービスを通じて市場に影響力をもた










表 7-6：日本電気のクラウドサービスに関するコミュニティ  
存続期間  パートナー制度  特  徴  登録社数  









27 社  



















発展できなかったと考えられる（図 7-10）。  
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出所：日本電気（ 2000）、A 氏からのヒアリング及び図 2-2 と同じ出所をもとに
筆者作成  























た NEAX61Σを開発した（図 7-11 の④）。  
 
 
出所：日本電気（ 2000）、E 氏からのヒアリング及び図 2-2 と同じ出所をもとに  
筆者作成  
図 7-11：日本電気の電子交換機事業における  
イノベーション・プロセス  
 











1989 年に世界で 2,000 万回線であった NEAX61 の納入実績は、1990 年代後
半までに全世界で 6,000 万回線と約 10 年間で 3 倍に拡大し、2000 年代半ばま
で勢力を拡大した（pp.265-267）（図 7-11 の⑤左側）。  
また、日本電気は、IP スイッチやイーサネットスイッチが登場した後も、携
帯電話やスマートフォンの普及拡大が続くなかで、事業を維持した。  
企業向け市場においては、 APEX シリーズを拡大し、 IP-PBX（ Internet 



























スパートナーという位置付けとなった。2016 年時点では 62 社（日本電気の連
結子会社を除くと 58 社）が登録している。58 社中 54 社、つまり、約 93.1%が
日本電気のビジネス PC 販売店とも一致する。  
 
表 7-7：UNIVERGE パートナープログラム  








62 社  
（日本電気の連結
子会社を除くと
58 社）  



















302 社  
（日本電気の連結
子会社を除くと
295 社）  
2004 年～  
出所：インタビューイ E 氏、F 氏からの情報（ 2016 年時点）をもとに筆者作成。ただし、  
法人向けネットワーク事業に関する販売店自体は、 1960 年代から存続  
 





























に、1990 年代から 2000 年代初頭にかけて、移動体通信の加入者急拡大や海外
の新興国ニーズをとらえ、それぞれの領域で市場創出と拡大も果たすことで、
市場創出イノベーションへと移行した。  































（6）イノベーション事例（PC 事業）  
 日本電気は、1980 年代において、独自仕様によって開発を推進した PC98 シ
リーズが、日本市場で圧倒的なシェアを獲得した。日本電気（2000）によると、
1980 年代後半の 16 ビット PC の市場シェアは 90％を超えた（p.229）。1990
年代の同社の PC 事業は日本市場において、独自仕様を共有するサードパーテ
195 
ィとともに拡大し、高収益を得ていた（図 7-12 の①）。  
  
 
出所：日本電気（ 2000）、G 氏からのヒアリング及び図 2-2 と同じ出所をもとに  
筆者作成  
図 7-12：  日本電気の PC 事業におけるイノベーション・プロセス  
  
一方、日本の PC 市場に対して、競合企業が日本電気のシェアを切り崩しに
かかる。IBM は、自ら開発した「PC/AT 機」という PC とアーキテクチャの互
換性を持つ PC 仕様を日本電気の競合企業と共有することで、日本電気の独自
仕様である PC98 シリーズに対抗しようと試みた。IBM が提唱した仕様に賛同
した国内の競合企業は、1991 年に「PC オープンアーキテクチャー推進協議会」
を結成し、「DOS/V 機」と呼ばれる IBM と共通仕様の PC を次々に発表した。
日本市場では、「PC98 シリーズ」と「PC/AT 機」の 2 つの業界標準が存在する
ことになった。DOS/V 機側は、低価格攻勢を仕掛け、価格競争を激化させ、
「PC98 シリーズ」のシェアを徐々に奪った。  
 さらに、1995 年に発売されたマイクロソフトの OS「Windows95」は、PC 側
のアーキテクチャに影響されず、PC 用 OS の世界標準として急速に普及する
とともに、インテルのマイクロプロセッサが事実上の業界標準として搭載され





での大型 M&A に乗り出した。  
同社は、1995 年 8 月、1990 年代前半に IBM の PC/AT 機と互換の低価格 PC
で北米において高いシェアを獲得していた Packard Bell, Inc（以下、パッカー
ドベル）に資本参加（19.99%）した。1996 年 6 月には、日本電気の海外 PC 事
業とパッカードベルの事業を統合し、Packard Bell NEC,Inc.（以下、パッカー
ドベル NEC）を設立した。この事業統合により、北米シェア 15.1%、世界シェ
ア 11.4%を獲得し、当時としては世界最大級の PC 事業の規模を確保した 36。
また、日本電気は、パッカードベル製品の日本展開も視野に入れ、 1996 年 10
月に日本法人である「パッカードベル NEC ジャパン」を設立した 37。  
 ただし、海外メーカーの製品とシェアを M&A によって獲得することで、北
米シェアや世界シェアを拡大できたが、日本電気製品、 IBM の PC/AT 互換機
のパッカードベル NEC 社製品、加えて、当時、戦略的提携を結んでいたフラ








インガイド」を発表した。1997 年 7 月、日本電気はこれらのデザインガイドに
準拠した PC が世界標準になると考え、デザインガイドを反映した PC の新製
品として「PC98-NX シリーズ」を発表した（図 7-12 の②）。  
しかし、日本電気が新たな世界標準 PC を提案し、「PC98 シリーズ」の独自











れ以外のユーザーは、 IBM の PC/AT 互換機の採用へと流れた。そのため、日
本電気は、「PC98-NX シリーズ」による世界新標準への挑戦によって、国内 PC
シェアを大きく落とすこととなった。  
 加えて、日本電気は、1996 年から 1997 年にかけて、PC 事業における製品
ラインナップとして、「PC98-NX シリーズ」、「PC98 シリーズ」、パッカードベ
ル NEC 社の PC/AT 互換製品、Bull 製品と、さらなる製品の乱立を発生させて
いたことにもなる。同社の PC 製品の乱立は、顧客側の混乱を招き、売上低迷
という結果を招くこととなった。  
 1998 年 7 月、日本電気は、北米パッカードベル NEC の業績不振を受け、日
本電気が主導権を取り、リストラ施策を推進するため、議決権株式の所有割合




1999 年 5 月にパッカードベル NEC ジャパンを解散した 39。1999 年 11 月には、
米国パッカードベル NEC の事業をパッカードベル NEC ヨーロッパ社に引き
取らせ、新会社 NEC Computers,Inc.（NEC コンピューターズ社）を設立し事
業移管した。この際、パッカードベル NEC ヨーロッパ自体も NEC Computers 
International B. V.に変更した。こうして北米においてパッカードベルブラン
ドは消滅した 40。最終的には、2006 年 10 月、パッカードベルの株式は、旧 e-
Machines 社の創業者である John Hui 氏に売却された 41。  





BTO（Build to Order, 以下、BTO）に着目し、PC の生産現場における生産革
新活動に執着するようになった 42。  











たと考えられる（図 7-12 の③）。  
1998 年、日本電気は、米国市場でのパッカードベル NEC の業績不振を受け、















本電気の全生産工場にトヨタ生産方式の導入が進められた 43。  




ている。2000 年に全社レベルでの生産革新の構想を描き、2003 年 2 月 14 日
には、日本電気の全生産拠点が、同じ生産方式で同期された 46。  
2004 年 10 月、日本電気は、米沢事業場（当時）の PC の量産ラインに RFID
（Radio Freuency Identifier, 無線 IC タグ、以下、RFID）を活用した生産管
理システムを導入し、従来比 10%以上の生産性向上を実現するとした 47。さら
に、2005 年 10 月、日本電気は、PC の部品調達領域において、「RFID 付き電
子かんばん」を本格導入し、米沢事業場内の生産ライン部材在庫を半減すると
し、トヨタ生産方式に情報技術を組み合わせた生産方式を確立した 48。  
この取り組みは、生産システムに情報技術とデータをつなぎ合わせることに
よって、生産効率を最大化することを狙っており、現在の IoT である。日本電
気は、2000 年代半ばの時点で既に IoT を実現していたことになる。  





 日本電気は、収益性が悪化する PC 事業に対して、生産革新活動への取り組
みと並行して、構造改革を推進した。2001 年 4 月、同社は、2000 年度下期に
おける PC 事業の大幅な業績悪化を受けて、「緊急構造改革施策」を発表した。
これを受けて、2001 年 10 月、日本電気本体の PC 関連事業部の社員を子会社
に異動させる形で、開発・製造、販売の 2 つの子会社に関連人員を集結させた。  
開発・製造を担当したのは、NEC カスタムテクニカ株式会社（以下、NEC カ





を行っていた NEC データ機器株式会社が統合された。  
もう一つは、コンシューマ向け PC の販売を行っていた子会社であった NEC
パーソナルシステム株式会社に日本電気の PC 事業部の人員を異動させ、体制




クニカ）となった 49。  
 2002 年 7 月には、NEC カスタムテクニカから群馬事業場（旧 NEC 群馬）
の大部分の従業員を移籍させる形で、修理及びリサイクル事業に特化する NEC
カスタムサポート株式会社（以下、NEC カスタムサポート）を設立した。日本
電気は、NEC カスタムサポートの設立によって、デスクトップ PC の開発・製
造から事実上、撤退した 50。  
 2003 年 7 月、開発・製造と販売を一体化するため、NEC カスタムテクニカ
と NEC カスタマックスを一体化し、NEC パーソナルプロダクツ株式会社（以
下、NEC パーソナルプロダクツ）を設立した。さらに、2004 年 7 月には、NEC
パーソナルプロダクツに NEC カスタムサポートを統合し、開発・製造、販売、






一方、海外向け PC 事業は、2009 年 2 月、欧州での PC 事業から撤退を発表
した。パッカードベル NEC の北米事業を整理する際、欧州に海外 PC 事業の主
力部隊を欧州に集中（NEC Computers International B. V.）しており、欧州か
らの撤退は北米からの PC 事業の撤退にもつながった。さらに、2009 年 3 月に
は、東南アジアやオーストラリアでの PC 事業からも撤退を発表し、海外の PC
201 
事業から完全撤退した 51。  




れる（図 7-12 の④）。  
2005 年 5 月、中国の PC メーカーである Lenovo Corporation（以下、レノ
ボ）が、米 IBM が開発・製造を行ってきた「ThinkPad」ブランドの PC 事業
を 12.5 億ドルで買収し、手続きを完了した。レノボに対する IBM の出資比率
は 18.9%であり、PC 事業は IBM から分離されることとなった。レノボは、5
年間にわたり IBM ブランドを使用する権利を得ていたが、レノボブランドへ
と吸収され統一された 52。  
その後、2011 年、日本電気は NEC パーソナルプロダクツを差し出す形で、
レノボと PC 事業に関する合弁会社である Lenovo NEC Holdings B.V.を設立
した。両社の出資比率は、レノボ 51%、日本電気 49%であり、この時点で PC
事業は日本電気にとって非連結事業となった。合弁会社は、傘下に 100%子会
社として NEC パーソナルコンピュータ株式会社とレノボ・ジャパン株式会社
を設立した 53。  
さらに、2016 年 7 月、日本電気は合弁会社の普通株式の 9 割をレノボに譲
渡し、新たに発行される劣後株式を引き受けることで、出資比率を議決権の確
保が可能な 33.4%まで引き下げ、PC 事業を切り離した 54。  
 結果として、1990 年代後半に日本の PC 市場において標準化を争ってきた
IBM と日本電気の 2 社とも、2011 年までに PC 事業を本体から切り離し、レ
ノボに吸収させてしまった。レノボは、かつて IBM のブランドであった
「ThinkPad」や日本電気のブランドである「Lavie」等を引き継ぎ、グローバ












表 7-8：PC 事業と生産革新活動  
 
出所：インタビューイ  G 氏からのヒアリング及び日本電気（ 2000）、日本電気の「もの
づくりコラム  匠の系譜」（ 2013 年 11 月発表）をもとに報告者作成  
 









2010 年代に入っても、日本電気の企業向け「ビジネス PC 販売店」として継続
し、2016 年時点で 325 社（日本電気の連結子会社を除くと 319 社）が参加し
ている 55（表 7-9）。  
 
表 7-9：ビジネス PC 販売店と NEC 情報サービスグループ  





ネス PC 販売店に移行。  
325 社  
（日本電気の連結
子会社を除くと
319 社）  









は約 9,820 人。  
35 社  
（日本電気及び日
本電気の連結子会
社を除くと 33 社）  
1969 年～  
出所：インタビューイ G 氏からの情報（ 2016 年時点）にもとづき筆者作成  
 
また、PC 系の販売店とは別のルートで発生し存続する販売店グループとし




日本電気の 100%子会社である NEC ネクサソリューションズ株式会社（以下、
NEC ネクサ）も含まれ、これを除くと、日本電気グループ以外での登録企業は
33 社となる。33 社のうち、日本電気のビジネス PC 販売店も兼ねている企業

















に PC 事業の運営を譲渡した。しかし、日本電気にとって、PC 事業は、当注当
売の目的に合致した製品事業であり、引き続き、日本電気の予算達成に向けた
期末対策として欠かせない手段であり続けているため、これを支えるビジネス





















成功していた（図 7-13 の①）。  
 
 
出所：図 2-2 と同様  






携して世界新標準を訴求した（図 7-13 の②）。  


























一方、PC 事業では、ビジネス PC 販売店は継続し、新たな事業展開を摸索し
ているものの、PC 自体の需要拡大を創出できず、事業運営をレノボに譲った。
つまり、PC 事業において、市場創出イノベーションへの展開は、レノボに託す




















対象とした同社の中期経営計画に準ずる領域に絞られた。2008 年から 2016 年
にかけて、売上高対研究開発比率は半減（4.1%減）し、研究開発費自体も 3 分
の 1 レベルにまで減少した。  
 同社のコスト削減努力は、売上高対営業利益率の改善につながっている。同
社の売上高対営業利益率は、2008 年にマイナス 0.1％と赤字になったが、その
後、ピーク時には、4.4%（2014 年度）まで回復している。  
 つまり、売上高対研究開発費率の削減分が、売上高対営業利益率の回復分と
ほぼ一致しており、日本電気が将来の市場及び事業を創出するための取り組み








売上高対売上原価率     売上高対研究開発費率   売上高対営業利益率  
   出所：インタビューイ C 氏からの情報及び日本電気の IR 情報をもとに筆者作成  
図 7-14：日本電気の「プロセス･イノベーション重視」  
と収益性の確保  
 
第 3 節  考察  
1. 第 1 の視座に対する考察  
（1）2000 年以前から見た第 1 の視座の考察  
第Ⅳ部における事例研究を受けて、第Ⅱ部及び第Ⅲ部で設定した 2 つの視座
に対する考察を行う。  


























よって、2000 年以前（業績拡大期）には、第 1 の視座の 1 点目が想定してい
たようにユーザーが自らイノベーションを志向する状況には至らなかったと考
えられる。そのため、第 1 の視座の 2 点目が想定していたネットワーク外部性
を獲得するような集団性も確保する状況にも発展しなかったと考えられる。  
 
















IT ベンダにとっては、企業ユーザーに対して、大量の IT 機器が販売できるた
め、理想的な手法であった。  
一方、外資系 IT ベンダが持ち込んできたクラウドサービスは、 IT ベンダの
データセンターにコンピュータリソースを集中して保有し、IT の機能のみをネ
ットワーク経由で提供するため、日系 IT ベンダにとっては、BCP 起点の手法
と比較して、IT 機器の販売機会が大きく損なわれることになる。そこで、日系
IT ベンダは、クラウドサービスを BCP 起点の既存サービスによって取り込も
うと試みた。そのうちの 1 社が、日本電気であった。  














企業と巨大なコミュニティを形成した 58。  










以上により、2000 年以降（業績縮小期）には、第 1 の視座の 1 点目が想定し
ていたようにユーザーが自らイノベーションを志向するようになり、実際に、
企業ユーザーが情報技術を活用し、クラウドサービスを創出したことを確認し






たる 2000 年以降には、第 1 の視座で想定した状況が実現していることが確認
できた。  
 
2. 第 2 の視座に対する考察  












さらに、約 2 万人もの会員を PC 開発実現後の潜在的購買者として囲い込む













（2）2000 年以降から見た第 2 の視座の考察  












2009 年から 2010 年にかけて情報連携により仮想的なユーザー・コミュニティ
を形成し、日系 IT ベンダと外資系 IT ベンダを比較した上で、あらかじめ外資





表 7-10：2000 年以降の日本電気の主なコミュニティ形成  
存続期間  コミュニティ名  登録社数  
1969 年～  NEC 情報サービスグループ  35 社  
1973 年～  
ビジネス PC 販売店  
（オフィスコンピュータの販売店からビ
ジネス PC 販売店に移行）  
325 社  
2004 年～  
UNIVERGE パートナープログラム  
①UNIVERGE アプリケーションパ
ートナー  
②UNIVERGE セールスパートナー  
③UNIVERGE オープンパートナー  
①302 社  
②62 社  
③17 社  
2008～





・SI コンサル  
最大 57 社  
①最大 35 社  
②最大 11 社  
③最大 11 社  
2010～
2013 年  
NEC SaaS パートナープログラム  
日本電気の販売店全般
を対象に支援  
2013 年～  N-Town ショップ  54 社  
2014 年～  
NEC Cloud IaaS／データセンターパ
ートナープログラム  
27 社  


































業績拡大期にあたる 2000 年以前、業績縮小期にあたる 2000 年以降ともに、第
2 の視座で想定した状況が実現していることが確認できた  
 
3. 時系列での変化に対する考察  













ション重視型」のプロセスへの移行である（図 7-15）。  
 
 
出所：日本電気（ 2000）、E 氏からのヒアリング及び図 2-2 と同じ出所をもとに
筆者作成  























IBM が主導した PC/AT 互換機の攻勢や、取引先であるマイクロソフトやイン














出所：日本電気（ 2000）、G 氏からのヒアリング及び図 2-2 と同じ出所  
をもとに筆者作成  
















































出所：日本電気（ 2000）、E 氏･G 氏からのヒアリング及び図 2-2 と同じ出所をもと
に筆者作成  

















 しかし、日本電気の事例研究によると、同社の PC 事業は、2000 年以降、PC
の生産革新活動で連続的に「探索」を実現していた。  
たとえば、同社は、2000 年に PC 生産へのかんばん方式を導入して以降、
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「NEC グループのグローバルスローガン制定について -Empowered by Innovation-」  
（ 2001 年 10 月 4 日発表）  
http:/ /www.nec.co.jp/press/ja/0110/0403.html （ 2016.3.2 アクセス）  
2 富士通  「富士通データブック 2014 年 10 月」業績および主な経営指標の推移【連結】
を参考にした（ pp.20-21）。  
3 日立製作所の以下のプレスリリースを参考にした。  
「 2009 年 3 月期業績予想の修正と今後の業績改善施策について」  
（ 2009 年 1 月 30 日発表）  
http:/ /www.hitachi.co.jp/New/cnews/month/2009/01/0130c.html   
（ 2016.5.1 アクセス）  
4 日立製作所の以下のプレスリリースを参考にした。  
 「フロント機能を強化したマーケット別の事業体制に変革－サービスとプロダクトの両
輪でイノベーションを提供」（ 2016 年 2 月 3 日発表）  
http:/ /www.hitachi.co.jp/New/cnews/month/2016/02/0203a.html   
（ 2016.5.1 アクセス）  
5 日本電気において、「マネージャー」とは、課長級の役職を指す。  
6 日本電気のインタビューイ B 氏へのヒアリング内容を参考にした。  
7 日本事務器の会社沿革を参考にした。  
 http:/ /www.njc.co.jp/company/history.html （ 2016.3.3 アクセス）  
8 日本電気の 2017 年 3 月時点での組織体制を参考にした。  
9 日本電気（ 2000）によると、日本電気の小林会長（当時）による「 INTELCOM77」の基
調 講 演 の タ イ ト ル は 、「 変 化 す る 社 会 ニ ー ズ へ の 通 信 企 業 の 対 応 （ Sharping a 
Communications Industry to  Meet the Ever-Changing Needs of Society）｣であった
（ pp.185-188）。  
10 日本電気のインタビューイからのヒアリング情報及び日本電気（ 2000）の pp.221-229
の記述にもとづき執筆した。  
11  日本電気とレノボの PC 事業に関する合弁会社設立については、以下の情報を参考にし
た。 http://necpc-lenovo-recruit.jp/aboutus/create.html （ 2016.3.21 アクセス）  
12 ルネサスエレクトロニクスの第 13 期有価証券報告書期（自平成 26 年 4 月 1 日  至平




2005 年度以前の決算情報は、米国会計基準にもとづいている。  
14 日本電気のインタビューイ C 氏へのヒアリングを参考にした。  
15 日本電気の第 177 期有価証券報告書（自平成 26 年 4 月 1 日  至平成 27 年 3 月 31 日） 
の「 4.関係会社の状況」を参考にした（ pp.6-20）。  
                                                   
222 
                                                                                                                                                     
16 日本電気の以下のプレスリリースを参考にした。  
「NEC グループのグローバルスローガン制定について  -Empowered by Innovation-」  
（ 2001 年 10 月 4 日発表）  
http:/ /www.nec.co.jp/press/ja/0110/0403.html （ 2016.3.2 アクセス）  
「NEC、企業ブランドメッセージを『Orchestrating a brighter world』に変更」  
（ 2015 年 7 月 1 日発表）  
 http:// jpn.nec.com/press/201507/20150701_01.html  （ 2016.3.2 アクセス）  
日本電気は、同じメッセージを 2001 年時点ではグローバルスローガンと称し、2015 年
時点では企業ブランドメッセージと称していた。  
17 日本電気のインタビューイ D 氏へのヒアリングをもとに記述した。  
18 日本電気の研究開発費の金額ベースでのピークは、1997 年の 3,853 億円（売上高対研
究開発費比率 7.8%である）。また、同社は、2008 年度において営業赤字を出した（営業
利益率マイナス 0.1%）。  
19  日本電気については、 IR 資料  業績推移データ（決算補足資料） ,  2000 年～ 2004 年は
米国会計基準、2005 年～ 20013 年度は日本会計基準より算出した。日本電気は研究開発
費のピークが 1997 年であり、 2000 年の売上高のピークと重ならない。これは、日本電
気が 1998 年に防衛庁（当時）に対する過大請求事件に直面し、業績確保のため、事件以
降の時期に支出削減を行った結果が反映されていると考える。  
20 日本電気のインタビューイ C 氏へのヒアリングをもとに記述した。  
21 日本電気の R&D 説明会における質疑応答内容を参考にした。  
 R&D 説明会（ 2015 年 12 月 10 日発表）  
 http:/ / jpn.nec.com/ir/pdf/library/151210/151210_02.pdf  （ 2016.3.9 アクセス）  
22 UNIVERGE パートナープログラムについては、以下を参照した。  
http:/ / jpn.nec.com/univerge/univergepartner/index.html  （ 2016.3.6 アクセス）  
23 日本電気のインタビューイ  E 氏へのヒアリングを参考にした。  
24 日本電気の以下のプレスリリースを参考にした。  
 「サービスプラットフォーム事業の強化について  ～SaaS 事業を本格化～」  
（ 2008 年 3 月 31 日発表）  
http:/ /www.nec.co.jp/press/ja/0803/3101.html （ 2016.3.5 アクセス）  
25 2008 年当初は、テクニカルパートナーという名称であったが、2009 年、SI・コンサル
パートナーに変更された。  
26 2008 年当初は、テクニカルパートナーという名称であったが、2009 年、SI・コンサル
パートナーに変更された。  
27  日本電気のインタビューイ  A 氏・B 氏へのヒアリングを参考にした。  
28 日本電気の以下のプレスリリースを参考にした。  
 「サービス事業の強化について  ～サービス要員 1 万人体制を確立、クラウド指向の新
サービスを提供開始～」（ 2009 年 4 月 23 日発表）  
http:/ /www.nec.co.jp/press/ja/0904/2302.html （ 2016.3.5 アクセス）  
29 マイクロソフトの以下のプレスリリースを参考にした。  
 「Microsoft（ R）  Windows（ R）  Azure（ TM）  Platform」を日本市場において本格展開」  
 （ 2010 年 2 月 22 日発表）  
 https:/ /www.microsoft.com/ja -jp/presspass/detail .aspx?newsid=3815  
（ 2015.6.25 アクセス）  
30 日本電気の以下のプレスリリースを参考にした。  
 「サービスプラットフォームソリューションの提供について－次世代のサービスシステ
ムを実現する新たなソリューションの提供－」（ 2007 年 4 月 23 日発表）  
  http:/ /www.nec.co.jp/press/ja/0704/2301.html（ 2017.4,16 アクセス）  




ューイ A 氏によると、GPRIME for SaaS は、 2017 年現在でも提供を続けており、販
売店との関係も続いている。  
32  ア マ ゾ ン の AWS に 関 す る パ ー ト ナ ー 数 は 、 AWS Partner Directory に お け る
Technology Partners 及び Consulting Partners についての確認結果を参考にした。  
http:/ /www.aws-partner-directory.com/PartnerDirectory（ 2015.6.25 アクセス）  
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33 日本電気  インタビューイ  E 氏 , F 氏へのヒアリング内容を参考にした。  
34  UNIVERGE パートナープログラムについては、以下を参考にした。  
http:/ / jpn.nec.com/univerge/univergepartner/index.html（ 2016.3.6 アクセス）  
35 日本電気（ 2000）によると法人向けネットワーク事業は、1960 年代から存続している。
表 7-5 における存続期間は、UNIVERGE ブランドに関する存続期間を示している。  
36 日本電気の以下のプレスリリースを参考にした。なお、当時のパッカードベル NEC に
対する日本電気の出資比率は、 49%であった。  
 「２１世紀のマルチメディア事業に向けた世界戦略を展開＝世界最大のパソコン陣営の
確立＝」（ 1996 年 6 月 4 日発表）  
  http:/ /www.nec.co.jp/press/ja/9606/0402.html（ 2017.5.2 アクセス）  
37 日本電気の以下のプレスリリースを参考にした。  
 「パッカードベル NEC ジャパン株式会社の設立並びに営業開始について」  
（ 1996 年 9 月 30 日発表）  
 http:/ /www.nec.co.jp/press/ja/9609/3001.html（ 2017.5.2 アクセス）  
38 日本電気の以下のプレスリリースを参考にした。  
  「パッカードベル NEC 社の子会社化について」（ 1998 年 7 月 31 日発表）  
  http:/ /www.nec.co.jp/press/ja/9807/3101.html（ 2017.5.2 アクセス）  
39 日本電気の以下のプレスリリースを参考にした。  
  「パッカードベル NEC ジャパン社の解散について」（ 1999 年 5 月 28 日発表）  
  http:/ /www.nec.co.jp/press/ja/9905/2802.html （ 2017.5.2 アクセス）  
40 日本電気の以下のプレスリリースを参考にした。   
  「海外パーソナルコンピュータ・サーバ事業の再編、強化について」  
  （ 1999 年 11 月 10 日発表）  
  http:/ /www.nec.co.jp/press/ja/9911/1001.html（ 2017.5.2 アクセス）  
41 日本電気の以下のプレスリリースを参考にした。  
  「欧州個人向け PC 事業の譲渡について」（ 2006 年 10 月 16 日発表）  
  http:/ /www.nec.co.jp/press/ja/0610/1604.html（ 2017.5.2 アクセス）  
  なお、 John Hui 氏は、旧 e マシーンズ（ 2004 年に米国ゲートウェイ社が買収）の共
同創業者であった。  
42 日本電気のインタビューイ  C 氏へのヒアリング及び日本電気の「ものづくりコラム  
匠の系譜」（ 2013 年 11 月発表）を参考にした。  
  http:/ / jpn.nec.com/manufacture/machinery/monozukuri -g/keifu/1-2.html 
  （ 2016.3.15 アクセス）  
43 日本電気の「ものづくりコラム  匠の系譜」（ 2013 年 11 月発表）を参考にした。  
  http:/ / jpn.nec.com/manufacture/machinery/monozukuri -g/keifu/1-2.html 
  （ 2016.3.15 アクセス）  
44 2011 年、NEC パーソナルコンピュータ株式会社の米沢工場となった。  
45 2014 年、NEC プラットフォームズ株式会社に統合された。  
46 日本電気の「ものづくりコラム  匠の系譜」（ 2013 年 11 月発表）を参考にした。  
  http:/ / jpn.nec.com/manufacture/machinery/monozukuri -g/keifu/1-2.html 
  （ 2016.3.15 アクセス）  
47 日本電気の以下のプレスリリースを参考にした。  
  「国内で初めて、パソコンの量産ラインに RFID（無線 IC タグ）を活用した生産管理
システムを導入～ 1 日 8 万回のバーコード読取作業を削減するとともに、パソコンの
品質向上を実現～」（ 2004 年 10 月 25 日）  
  http:/ /www.nec.co.jp/press/ja/0410/2502 .html （ 2017.5.4 アクセス）  
48 日本電気の以下のプレスリリースを参考にした。  
  「パソコン量産ラインにおける RFID（無線 IC タグ）の活用強化について  ～RFID 活
用で生産ラインの部材在庫半減～」（ 2005 年 10 月 24 日）  
  http:/ /www.nec.co.jp/press/ja/0510/2402.html（ 2017.5.4 アクセス）  
49 日本電気の以下のプレスリリースを参考にした。  
 「緊急構造改革施策について  ～ 2001 年 3 月期決算を踏まえた緊急施策と今後の構造改
革推進～」（ 2001 年 4 月 26 日発表）   
 http:/ /www.nec.co.jp/press/ja/0104/2604.html（ 2017.5.5 アクセス）  
「パーソナル事業の体制強化に伴う『NEC パーソナル株式会社』および『静岡日本電
気株式会社』の社名変更について」（ 2001 年 7 月 27 日発表）  
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  http:/ /www.nec.co.jp/press/ja/0107/2703.html（ 2017. 5.5 アクセス）  
50 日本電気の以下のプレスリリースを参考にした。  
「パソコンおよび周辺機器の故障診断・修理事業とリサイクル事業を推進する新会社
『NEC カスタムサポート株式会社』の設立について」（ 2002 年 5 月 21 日発表）  
  http:/ /www.nec.co.jp/press/ja/0205/2101.html（ 2017.5.5 アクセス）  
51 日本電気の 2008 年度決算発表資料を参考にした。  
「 2008 年度（ 09 年 3 月期）決算概要資料」（ p.29）（ 2009 年 5 月 12 日発表）  
  http:/ / jpn.nec.com/ir/pdf/library/090512/090512_02.pdf（ 2017.5.5 アクセス）  
52 米 IBM の以下のプレスリリースを参考にした。  
  “Lenovo to Acquire IBM Personal Computing Division ”  （ 2004 年 12 月 7 日発表）  
  https:/ /www-03.ibm.com/press/us/en/pressrelease/7450.wss（ 2017.5.6 アクセス）  
  “Lenovo Completes Acquisition Of IBM ’s Personal Computing Division ”  
  （ 2005 年 5 月 1 日発表）  
  https:/ /www-03.ibm.com/press/us/en/pressrelease/7641.wss（ 2017.5.6 アクセス）  
53  日本電気とレノボの PC 事業に関する合弁会社設立については、以下の情報を参考にし
た。  
http:/ /necpc-lenovo-recruit.jp/aboutus/create.html（ 2016.3.21 アクセス）  
54 日本電気の以下のプレスリリースを参考にした。  
  「持分法適用関連会社株式の一部譲渡に伴う譲渡益の計上に関するお知らせ」  
  （ 2016 年 7 月 1 日発表）  
  http:/ / jpn.nec.com/press/201607/20160701_01.html（ 2017.5.6 アクセス）  
55  日本電気のビジネス PC 販売店の一覧は以下より参照した。  
 http:// jpn.nec.com/products/bizpc/support/shop/（ 2016.2.3 アクセス）  
56 NEC 情報サービスグループについては以下より参照した。  
http:/ /www.nec-netg.com/contents/group.html（ 2016.3.5 アクセス）  
57 日本電気のインタビューイ  C 氏へのヒアリング内容をもとに記述した。  
58 AWS のプレスリリース（ 2013 年 11 月 12 日）より、AWS パートナーネットワークの
パートナー数を抜粋した。  
http:/ /phx.corporate-ir.net/phoenix.zhtml?c=176060&p=irol -
newsArticle&ID=1875692（ 2015 年 6 月 4 日アクセス）  
59 日本電気の販売店約 550 社に対して、2000 年以降の日本電気のパートナープログラム




第 8 章  イノベーション・マネジメントのあり方  
 
 
第 1 節  イノベーション・マネジメントに関する考察  





































ス・イノベーションの視点から考察する（表終 -1）。  
 
表終 -1 イノベーション・マネジメントの考察に関するフレームワーク  
 
出所：Schumpeter（ 1926）、井上（ 2014）、OECD and Eurostat（ 2005）、

























































ス PC 販売店や法人向けネットワークの販売店が、それぞれ 300 社から 400 社
と大部分を占めている。しかし、日本電気が、2008 年以降、クラウドサービス








































域に研究開発費を投入しきれていなかったことが確認できる（図終 -1）。  
 
 
出所：各社の IR 資料より報告者作成  
図終 -1：売上高対研究開発費率の比較（日系 ICT ベンダ）  
 





は、2010 年の売上高対研究開発費率 5.1%（研究開発費は約 2,000 億円）から、
2016 年には 11.8%（約 1.7 兆円）まで急拡大した。  
 ＧＥは、リーマンショックにより、当時の主力事業であった金融事業で経営
的にダメージを受けたことを契機に製造業に回帰した。2008 年以降、同社は、
IoT 領域への注力を発表するとともに、 IoT を実現するため、情報技術に研究
開発費を投入し、急激に売上高対研究開発費率を増加させている。  
 さらに IBM は、 IT ベンダではあるが、 2014 年、人工知能（ Artificial 
Intelligence, 以下、AI）領域に注力することを発表して以降、AI 領域を中心
231 
に売上高対研究開発費率を拡大した（図終 -2）。  
  
 
出所：各社の IR 資料より報告者作成  









動向の調査によると、日本企業は 2012 年以降、2016 年にかけて毎年、研究開
発費を削減しており、前年比増減率が 4 期連続でマイナスとなっている。特に
2013 年から 2014 年にかけての日本企業の前年比減少率の幅が最も大きく、前
年比マイナス 14％もの減少となった。  
さらに、同調査による他国の研究開発費の支出動向は、中国が前年比 45.9%
増、北米が前年比 3.4%増、欧州が前年比 2.5％増、全世界平均でも 1.4%増であ
る。これに対し、日本企業の研究開発投資だけが、世界でも突出して削減され
232 
ていることが確認できる（図終 -3）。  
 
 
出所：Strategy&（ 2014）、Strategy&（ 2015）、Strategy&（ 2016）をも
とに報告者作成。地域は企業の本社が所在する場所が基準となる  
図終 -3：世界地域別の研究開発投資   
2013 年から 2014 年にかけての変化  
 














































日本電気は、2000 年度をピークとして 2015 年度までに約 48%もの大幅な売
上低下が続いているが、営業利益がマイナスとなったのは IT バブルが崩壊し
た 2001 年度とリーマンショックの影響を受けた 2008 年度の 2 回のみであり、
以降、2008 年度から 2014 年まで毎年、営業利益率は向上し続けている。特に
売上高対売上原価率は、2001 年度のピーク時に 76.8%であったが、2014 年度




向でもある。日立製作所は「Hitachi Smart Transformation Project（以下、ス
マトラ）」という全社活動を進めている。日立製作所は、スマトラ活動を通じて、
売上原価と販売費・一般管理費の削減によるコスト構造改革、運転資金手持日
数である Cash Conversion Cycle（以下、CCC）の改革によるキャッシュの創





































第 2 節  ユーザーに対抗するイノベーション・マネジメント  









出所：図 2-2 と同様  
















出所：図 2-2 と同様  

















出所：図 2-2 と同様  























る（図終 -7）。  
 
 
出所：図 2-2 と同様  









































































出所：図 2-2 と同様  
図終 -8：ユーザーに対抗する提供企業の  
イノベーション・プロセス①  
 
②  共創段階（通常型イノベーションからの移行準備）  
 続いて、本項では、通常型イノベーションにおいて、ユーザーが既存の製品・
サービスに不満を持つとともに、ユーザー価値実現のために、提供企業との共
















出所：図 2-2 と同様  







③  ユーザーによる製品・サービスの創出（市場創出イノベーション）  
さらに、ユーザーが提供企業と共創し、自ら関連するリソースや設備に投資
を行うことで、製品・サービスを変革するノウハウを身に付け、市場創出イノ










力は小さいと考えられる（図終 -10 の③）。  
  
 
出所：図 2-2 と同様  
図終 -10：ユーザーに対抗する提供企業の  
イノベーション・プロセス③  
 












































出所：図 2-2 と同様  
























出所：図 2-2 と同様  



























































2  日立製作所の「Hitachi IR Day」（ 2015 年 6 月 11 日）における同社  岩田眞二郎  執行
役 副 社 長 CTrO （ Chief Transformation Officer ） の 発 表 資 料 「 Hitachi Smart 
Transformation Project」を参考にした。  
http:/ /www.hitachi.co.jp/New/cnews/month/2015/06/0611/20150611_02_STP_presen
tation.pdf （ 2016.3.26 アクセス）  
3 NTT データ  アニュアルレポート 2014（ 2014 年 3 月期）、 p.23 の記述を参考にした。  
http:/ /www.nttdata.com/jp/ja/corporate/ir/library/tool/ar/ebook/2014 /data/book/937
d13f757_88.pdf （ 2016.3.26 アクセス）  
4  日本電気のインタビューイ  A 氏へのヒアリングをもとに記述した。   














終章 貢献と課題  
 
 
第 1 節  本論文の貢献  
1. 学術的貢献  
 本研究では、先行研究として、主にユーザー・イノベーションとイノベーシ
ョンの普及の領域を中心に取り上げた（図終 -13）。  
ユーザー・イノベーションの領域に関しては、von Hippel（1988, 2005）、von 












での共創の視点から補完するため、Vargo and Lusch（ 2004a, 2004b, 2008, 
2014, 2015）、Vargo, Wieland and Akaka（2014）他のサービス・ドミナント・
ロジックを取り上げ、ユーザー価値の共創について考察した。また、イノベー













 出所：筆者作成  
図終 -13：本研究の貢献  
 
また、イノベーションの普及の領域に関しては、Rogers（1962）、Moore（1991）、 
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